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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第143期、第144期、第145期及び第146期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

３ 第147期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載していない。 

４ 平成14年３月期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失のため記載していない。 

５ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。  

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 42,717 45,327 42,973 43,999 46,151 

経常利益 (百万円) 304 2,128 2,227 1,735 1,850 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
(百万円) △584 588 1,143 561 523 

純資産額 (百万円) 6,802 7,097 8,345 8,852 9,654 

総資産額 (百万円) 46,742 43,363 44,307 41,868 45,220 

１株当たり純資産額 (円) 170.92 178.79 210.39 223.21 243.47 

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

(円) △14.72 14.81 28.83 14.15 13.21 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 14.6 16.4 18.8 21.1 21.4 

自己資本利益率 (％) － 8.5 14.8 6.5 5.7 

株価収益率 (倍) － 17.3 14.0 26.6 38.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 92 3,081 3,082 4,227 3,988 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △2,806 △2,561 △1,686 △2,077 △3,407 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 411 △1,650 22 △3,753 △269 

現金及び現金同等物の期

末残高 
(百万円) 2,910 1,827 3,289 1,655 1,932 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

1,142 

(303) 

1,148 

(347) 

1,134 

(354) 

1,172 

(342) 

1,324 

(346) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第143期、第144期、第145期及び第146期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

３ 第147期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載していない。 

４ 平成14年３月期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失のため記載していない。 

５ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。  

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 34,260 37,283 36,491 37,391 38,942 

経常利益 (百万円) 495 1,260 1,762 1,261 1,306 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
(百万円) △294 106 948 410 285 

資本金 (百万円) 1,990 1,990 1,990 1,990 1,990 

発行済株式総数 (株) 39,814,331 39,814,331 39,814,331 39,814,331 39,814,331 

純資産額 (百万円) 7,108 7,092 8,353 8,672 9,082 

総資産額 (百万円) 41,266 38,826 40,140 38,105 40,916 

１株当たり純資産額 (円) 178.56 178.18 209.88 217.93 228.26 

１株当たり配当額 

（内、１株当たり中間配

当額） 

(円) 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

(円) △7.40 2.67 23.82 10.32 7.17 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 17.2 18.3 20.8 22.8 22.2 

自己資本利益率 (％) － 1.5 12.3 4.8 3.2 

株価収益率 (倍) － 95.9 17.0 36.5 71.4 

配当性向 (％) － － 21.0 48.4 69.7 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

800 

(109) 

766 

(107) 

729 

(112) 

713 

(112) 

817 

(104) 



２【沿革】 

年月 沿革 

大正３年６月 初代社長井上源三郎氏が静岡市清水区入江の巴川河岸に現在の清水事業所を創設して巴川製紙所と

称し、電気絶縁紙・電気通信用紙の研究試作を始めた。 

大正６年８月 資本金20万円をもって株式会社巴川製紙所を設立した。 

昭和８年３月 資本金17万５千円をもって日本理化製紙株式会社（現・連結子会社）を設立した。 

昭和８年９月 静岡市に用宗工場を新設し、前記製品のほか特殊紙の分野の開拓を行うとともに一般紙の製造に着

手した。 

昭和20年８月 新宮木材パルプ株式会社を吸収合併し新宮工場と改称、クラフトパルプの自社生産を開始した。 

昭和23年４月 セメント、肥料及び砂糖用大型クラフト紙袋等の製造・販売を目的に三和紙工株式会社（現・持分

法適用関連会社）を設立した。 

昭和24年11月 用宗工場内に技術研究所を設置した。 

昭和33年９月 新宮工場内に抄紙工場を設置し、パルプから紙への一貫体制を確立した。 

昭和34年６月 清水市（現在の静岡市）に日本理化製紙株式会社が草薙工場を新設した。 

昭和36年10月 東京証券取引所及び大阪証券取引所の市場第一部に上場した。 

昭和49年12月 営業年度を年１回（11月１日より翌年10月31日まで）に変更した。 

昭和53年11月 アメリカ・イリノイ州・ウィーリングに現地法人TOMOEGAWA (U.S.A.) INC.（現・連結子会社）を

設立し、電子写真用現像剤の生産を開始した。 

昭和59年５月 オランダのアムステルダムに現地法人TOMOEGAWA EUROPE B.V.（現・連結子会社）を設立し、電子

写真用現像剤ならびに加工紙製品の販売を開始した。 

昭和62年12月 紙及びプラスチックフィルムの加工及び運送業、パルプ原材料の保管、運搬等をそれぞれその主要

事業目的とする新巴川加工株式会社（現・連結子会社）及び巴川物流サービス株式会社（現・連結

子会社）を静岡市に、巴川新興産株式会社を新宮市に設立した。 

昭和63年１月 営業年度を毎年４月１日から翌年３月31日までに変更した。 

昭和63年７月 用宗工場内のトナー製造部門を化成品工場として分離独立させた。 

平成元年８月 清水事業所内に電子部品材料、磁気メディア製品などの高機能製品の専用工場を設置した。 

平成４年５月 用宗工場内に液晶ディスプレイ用粘着フィルムの専用工場を設置した。 

平成７年６月 パルプ事業からの撤退に伴い、新宮工場を閉鎖した。 

平成11年３月 洋紙、情報メディア、化成品、電子材料の全事業部が各々ISO9001の認証の取得を完了した。 

平成12年６月 半導体パッケージ部品の製造加工等を目的に三和紙工株式会社がその子会社株式会社テクニカ三和

を設立した。 

平成12年11月 巴川物流サービス株式会社がISO9002の認証を取得した。 

平成13年２月 新巴川加工株式会社及び巴川物流サービス株式会社を含め静岡事業所及び清水事業所においてISO1

4001の認証を取得した。 

平成13年２月 TOMOEGAWA(U.S.A.)INC.がメキシコにオフィス製品の生産拠点TOMOEGAWA de MEXICOを設置した。 

平成13年３月 新巴川加工株式会社がISO9002の認証を取得した。 

平成13年９月 静岡事業所内に分析センターを設置した。 

平成13年10月 静岡事業所内にディスプレイ用光学フィルム生産工場及び電子部品用接着テープ生産工場を設置し

た。 

平成14年10月 当社グループの北米事業の再編成を行い、持株会社として当社全額出資のTOMOEGAWA HOLDINGS 

AMERICA INC.（現・連結子会社）を設立し、トナー事業を主たる目的とするTOMOEGAWA 

 (U.S.A.) INC.を持株会社の子会社とするとともに、洋紙事業を主たる目的とするTOMOEGAWA  

PAPER AMERICA LLC（現・連結子会社）を新たに設立して同じく持株会社の子会社とした。 

平成16年３月 香港に関連会社TOMO IMAGING TECHNOLOGIES CO.,LTD.を設立した。 

平成16年４月 洋紙事業部機能紙ユニットと化成品事業部を統合し、画像材料事業部を設置した。 

平成16年９月 香港にTOMOEGAWA HONG KONG CO.,LTD.を設立した。 

平成17年３月 株式会社巴川ホールディングス恵州を設立した。 

平成17年４月 大阪証券取引所への上場を廃止した。 

平成17年５月 株式会社テクニカ三和を子会社化し、社名を株式会社テクニカ巴川(現・連結子会社)に変更した。 

平成17年７月 中国・広東省恵州市に株式会社巴川ホールディングス恵州の子会社として、トナーの製造・販売を

行う巴川影像科技（恵州）有限公司を設立した。  

平成17年12月 敦賀市に光学フィルムの開発・製造・販売を行う株式会社巴川ファインコーティングを設立した。 

平成17年12月 TOMOEGAWA HONG KONG CO.,LTD.への出資を完了した。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社13社及び関連会社２社で構成され、プラスチック材料加工事業及び製紙・塗工紙関

連事業を主要な事業としている。また、これら事業に関連する物流等の事業活動も展開している。 

 当社グループ各社の事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更している。変更の内容については、「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等 (１)連結貸借対照表 注記事項(セグメント情報)」に記載のとおりである。 

（プラスチック材料加工事業） 

 プラスチック材料加工事業は、化成品(トナー)の製造、販売に関する事業、電子材料の製造、販売に関する事業

及びＦＰＤ向光学フィルムの製造、販売に関する事業から成っている。当社セグメントは、電子写真用トナー等の

複写機・プリンター用製品、粉体関連製品等の化成品を事務機器メーカー、複写機メーカー等へ販売しており、電

子部品材料、ディスプレイ材料等の電子材料をＩＣメーカー、リードフレームメーカー及びディスプレイパネルメ

ーカー等へ販売し、また、ディスプレイ用機能性フィルム、ウィンドウフィルム等をフィルムメーカー等へ販売し

ている。 

 子会社のTOMOEGAWA HOLDINGS AMERICA INC.は、北米におけるトナー事業の統轄を行っている。 

 子会社のTOMOEGAWA (U.S.A.) INC.とは製品等の売買を行い、それらを更に加工したうえで、それぞれ需要家へ

販売している。 

 子会社のTOMOEGAWA EUROPE B.V.には当社とTOMOEGAWA (U.S.A.) INC.が製品を販売し、欧州の需要家へ販売して

いる。 

 関連会社のTOMO IMAGING TECHNOLOGIES CO.,LTD.には当社が製品を販売し、アジアの需要家へ販売している。 

 子会社の新巴川加工㈱及び㈱テクニカ巴川では、当社より半製品の供給を受け、仕上加工を行っている。 

 関連会社の三和紙工㈱からは副資材の供給を受けている。 

（製紙・塗工紙関連事業） 

 製紙・塗工紙関連事業は、洋紙の抄造、販売に関する事業及び紙への塗工、販売に関する事業から成っている。

当セグメントは、複写・印刷用製品、情報関連製品、電気絶縁材料、加工用原紙等の洋紙を原則として代理店を通

じて一般需要家へ販売し、紙に塗工した磁気記録関連製品、印刷・記録関連製品等の塗工紙を鉄道・バス会社、機

器メーカー等に直接販売している。 

 子会社の日本理化製紙㈱とは製品等の売買を行い、それらを更に加工したうえで、それぞれ需要家へ販売してい

る。 

 子会社のTOMOEGAWA HOLDINGS AMERICA INC.は、北米における機能紙事業の統轄を行っている。 

 子会社のTOMOEGAWA PAPER AMERICA LLCには製品等を販売し、同社において加工したうえで、欧米の需要家へ販

売している。 

 子会社のTOMOEGAWA EUROPE B.V.には当社とTOMOEGAWA PAPER AMERICA LLCが製品を販売し、主に欧州の需要家に

販売している。 

 子会社の新巴川加工㈱では、当社より半製品の供給を受け、仕上加工を行っている。 

（その他の事業） 

 その他の事業としては、山林の経営、不動産賃貸、物流サービス等を行っている。 

 子会社の巴川物流サービス㈱は、当社グループの製品等の輸送、保管等を行っている。 

 子会社の巴川新興産㈱は、主に新宮工場の閉鎖後の管理を行っている。 



 以上の企業集団の概略を図示すれば次のとおりである。 

 （注）１ 当社は、連結子会社であるTOMOEGAWA (U.S.A.) INC.との間で現像剤の製造に関する技術援助契約を締結し

いる。 

２ 平成17年７月26日付けで㈱巴川ホールディングス恵州（当社の100％子会社、持株会社）の100％子会社とし

て巴川影像科技（恵州）有限公司を設立した。 

 ３ 当社は、香港に設立したTOMOEGAWA HONG KONG CO.,LTD.への出資（当社の100％出資）を平成17年12月12日

付けで完了した。 

４ 平成17年12月26日付けで当社の100％子会社として㈱巴川ファインコーティングを設立した。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
２ TOMOEGAWA HOLDINGS AMERICA INC.、TOMOEGAWA (U.S.A.) INC.及びTOMOEGAWA PAPER AMERICA LLCは特定子
会社である。 

３ 有価証券報告書の提出会社はない。 
４ 「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有割合であり、〔外書〕は緊密な者等の所有割合で
ある。 

５ 従来、三和紙工㈱（持分法適用関連会社）の子会社であった㈱テクニカ三和（持分法非適用関連会社）は、
提出会社の株式の取得により提出会社の子会社となった。また、同時に商号を㈱テクニカ巴川に変更した。

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の所有
（被所有）割
合 

関係内容 

（連結子会社）       ％   

TOMOEGAWA HOLDINGS 
AMERICA INC. 

Wheeling, Ill  
60090, U.S.A. 

900万米ドル 

プラスチック
材料加工事
業、製紙・塗
工紙関連事業 

100.0 

当社グループにおける
北米事業の統轄を行っ
ている。当社役員の兼
任は２名であり、出向
者２名が役員である。 

TOMOEGAWA (U.S.A.) 
INC. 

Wheeling, Ill  
60090, U.S.A. 

700万米ドル 
プラスチック
材料加工事業 

100.0 
(100.0) 

当社製品の加工、販売
ならびに原材料の当社
への供給を行ってい
る。当社役員の兼任は
１名であり、出向者１
名が役員である。ま
た、従業員１名が役員
を兼務している。 

TOMOEGAWA PAPER  
AMERICA LLC 

Wheeling, Ill  
60090, U.S.A. 

200万米ドル 
製紙・塗工紙
関連事業 

100.0 
(100.0) 

当社製品の加工、販売
を行っている。当社役
員の兼任は１名であ
り、出向者２名が役員
である。また、従業員
２名が役員を兼務して
いる。 

TOMOEGAWA EUROPE B.V. 

Strawinskylaa
n 715, 1077 X
X Amsterdam, T
he Netherlands 

18万ユーロ 

プラスチック
材料加工事
業、製紙・塗
工紙関連事業 

100.0 

当社グループの製品の
販売を行っている。当
社役員の兼任は１名で
あり、出向者２名が役
員である。 

新巴川加工㈱ 静岡県静岡市 10百万円 

プラスチック
材料加工事
業、製紙・塗
工紙関連事業 

100.0 

当社製品の仕上、加工
を行っている。当社仕
上加工設備を賃貸して
いる。当社役員の兼任
はなく、従業員３名が
役員を兼務している。 

㈱テクニカ巴川 茨城県潮来市  15百万円  
プラスチック
材料加工事
業  

100.0 

当社製品の仕上、加工
を行っている。当社役
員の兼任はなく、従業
員２名が役員を兼務し
ている。  

日本理化製紙㈱ 東京都中央区 100百万円 
製紙・塗工紙
関連事業 

50.5 
(0.5) 
〔6.7〕

当社製品の加工、販売
を行っている。当社役
員の兼任はなく、出向
者１名が役員である。
また、従業員１名が役
員を兼務している。 

巴川物流サービス㈱ 静岡県静岡市 22百万円 その他の事業 
52.1 
(2.1) 
〔25.1〕

当社製品の運送、保管
を行っている。当社役
員の兼任はなく、従業
員２名が役員を兼務し
ている。 

（持分法適用関連会社）           

三和紙工㈱ 東京都中央区 30百万円 
製紙・塗工紙
関連事業 

17.9 
(1.2) 
〔33.2〕

当社への副資材の供給
を行っている。当社役
員の兼任は１名であ
る。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２ 臨時従業員は、パートタイマー契約の従業員であり、派遣社員を除いている。 

３ 前連結会計年度末に比べ従業員数が152人増加した主な要因は、当連結会計年度より新規に㈱テクニカ巴川

を連結子会社として含めたこと等によるものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２ 臨時従業員は、パートタイマー契約の従業員であり、派遣社員を除いている。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

４ 前事業年度末に比べ従業員が104人増加した主な要因は、新巴川加工㈱（連結子会社）からの出向者受け入

れ等によるものである。 

(3）労働組合の状況 

 当社従業員（出向者含む）で組織する労働組合（日本紙パルプ紙加工産業労働組合連合会に加盟、組合員数643

 人）をはじめ、当社グループ各社の労働組合は、会社と円満な労使関係を持続している。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

プラスチック材料加工事業 766 （151） 

製紙・塗工紙関連事業 417 （152） 

その他の事業 52 （ 33） 

全社（共通） 89 （ 10） 

合計 1,324 （346） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

817（104） 40.7 17.4 6,763 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善を背景に民間設備投資が増加し、また雇用情勢に改善が見ら

れ、個人消費も底固く推移するなど緩やかながらも着実な回復が続いた。 

 当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）が関連する業界については、フラットパネルディス

プレイ（以下ＦＰＤと略す）業界は、液晶・プラズマディスプレイパネル等の薄型テレビの需要が拡大し、また半

導体業界においても携帯電話やデジタル家電・パソコン等の需要回復を背景に、好調に推移している。一方、製紙

業界は家電・旅行関係のパンフレット類など内需に支えられ緩やかな需要回復の手応えは感じられたものの、原油

価格が高騰し大幅なコスト高を招いた。 

 こうした状況の中、当社グループはＦＰＤ関連事業に重点を置いた経営資源の配分を行ったことが奏功し、連結

の売上高は前連結会計年度に比べ2,151百万円増収の46,151百万円(前連結会計年度比＋4.9％）となった。 

 収益面については、営業利益は前連結会計年度に比べ73百万円増益の2,028百万円(前連結会計年度比＋3.8％)、

経常利益は前連結会計年度に比べ115百万円増益の1,850百万円（前連結会計年度比＋6.6％）となった。当期純利

益は、減損損失と固定資産除却損等合計1,062百万円を特別損失に計上したので、前連結会計年度に比べ37百万円

減益の523百万円（前連結会計年度比△6.6％）となった。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりである。 

 事業区分については、従来、「化成品・電子材料事業」、「製紙・塗工紙関連事業」及びその他を「その他の事

業」としていたが、当社グループの事業の区分基準を明確化することで事業実態をより適切に反映するため、当連

結会計年度から区分の方法を変更することとした。  

 新たな事業区分は、「化成品・電子材料事業」を樹脂ベースの事業として「プラスチック材料加工事業」と名称

変更する一方、「製紙・塗工紙関連事業」は従来どおり紙を主体とする事業とし、塗工技術が共通するため情報メ

ディア製品として「製紙・塗工紙関連事業」に含めていた機能性フィルムを「プラスチック材料加工事業」へ変更

した。 

 なお、前連結会計年度比較については、前連結会計年度の実績を変更後のセグメントに置き換えることが困難で

あるため「その他の事業」を除き省略している。 

① プラスチック材料加工事業 

 個人消費の回復やトリノオリンピック開催の効果で大型の薄型テレビ需要が大幅に伸び、ＦＰＤ関連事業が、

大幅に売上を伸ばした。しかし、テープ事業及び精密加工事業は、当連結会計年度前半にエレクトロニクス業界

の在庫調整の影響を受け、売上は微減となった。また、化成品（トナー）事業は、国内での売上は微減となった

が、米国市場を筆頭に海外マーケットの好調により、全体としての売上は前連結会計年度並となった。 

 以上の結果、売上高は29,316百万円、営業利益は2,107百万円となった。 

② 製紙・塗工紙関連事業 

 製紙業界全体は景気回復を受け緩やかに需要が伸びているが、洋紙事業の主要製品である超軽量印刷用紙は、

微塗工紙への置き換えが進み市場の縮小が続いている。しかしながら、新たな市場や新規のお客様への販売を強

化することで、前連結会計年度並の売上を確保することができた。一方、塗工紙関連事業は、インクジェット用

紙ビジネスの減少による影響が大きく、大幅な減収となった。利益面では売上高減少に加え、原油価格急騰によ

る影響が大きく、生産性効率等のコスト削減努力も及ばず、売上高16,237百万円で営業損益は336百万円の営業

損失となった。 

③ その他の事業 

 売上高は597百万円（前連結会計年度比＋16.3％）となり、営業利益は246百万円(前連結会計年度比＋83.5％)

となった。 



 所在地別セグメントの業績は以下のとおりである。 

① 日本 

 製紙・塗工紙関連事業は低調だったものの、プラスチック材料加工事業の好調な需要に支えられ、売上高は

40,117百万円（前連結会計年度比＋4.0％）と増収となった。また、営業利益も1,671百万円（前連結会計年度比

＋2.5％）と増益となった。 

② 米国 

 化成品（トナー）の好調により、インクジェット用紙の低調をカバーし、売上高は4,616百万円（前連結会計

年度比＋14.9％）の増収となった。また、営業利益は232百万円（前連結会計年度比＋26.2％）の増益となっ

た。 

③ オランダ 

 米国と同様に化成品（トナー）の好調により、インクジェット用紙の低調をカバーし、売上高は1,416百万円

（前連結会計年度比＋0.4％）と前連結会計年度並みとなった。また、営業損益は△１百万円（前連結会計年度

は営業利益０百万円）の営業損失となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度に比べ

277百万円（前連結会計年度比＋16.8％）増加し、1,932百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、3,988百万円となり、前連結会計年度に比べ239百万円

（前連結会計年度比△5.7％）の減少となった。この減少の主な要因は、販売が好調な電子材料を中心に在庫が

増加したこと等によっている。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、3,407百万円となり、前連結会計年度に比べ1,329百万

円（前連結会計年度比＋64.0％）の支出増となった。この支出増の主な要因は、有形固定資産の取得による支出

や新たに設立した子会社等への貸付けによる支出によっている。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、269百万円となり、前連結会計年度に比べ3,483百万円

（前連結会計年度比△92.8％）の支出減となった。この減少の主な要因は、前連結会計年度において、東海地震

の財務対策として地震専用コミットメントラインを設定したことにより、従来手元に確保していた受取手形の流

動化や積み増し預金の解除等により短期借入金を大きく返済したことによっている。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

 （注）当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したが、前年同期比較については前連結会計年度の生産実績

を変更後のセグメントに置き換えることが困難であるため記載していない。 

  

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は一般市況及び直接需要を勘案して生産を行っている。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

 （注）１ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したが、「その他の事業」を除き、前年同期比較につい

ては前連結会計年度の販売実績を変更後のセグメントに置き換えることが困難であるため記載していない。

２ 販売金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 数量 前年同期比（％） 

プラスチック材料加工事業 17,405t － 

製紙・塗工紙関連事業 
24,012t 

44,044千㎡ 

－ 

－ 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

プラスチック材料加工事業 29,316 － 

製紙・塗工紙関連事業 16,237 － 

その他の事業 597 16.3 

合計 46,151 4.9 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

シーマ電子㈱ 7,947 18.1 8,018 17.4 



３【対処すべき課題】 

 当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）は、激しく変化する事業環境に対して、常に危機感を

持って自律的に対応できる環境適応力の高いエクセレント・カンパニー実現のため、次の事項に重点的に取り組んで

いく。 

（１）大規模な事業投資の早期立ち上げ 

・中国広東省恵州市に設立した「巴川影像科技（恵州）有限公司」トナー製造設備の順調な稼動と、香港の現地

法人「TOMOEGAWA HONG KONG CO.,LTD.」による販路拡大 

・福井県敦賀市産業団地に設立した「株式会社巴川ファインコーティング」のＦＰＤ関連事業の順調な稼動 

・提出会社の静岡事業所におけるＦＰＤ関連事業の大型クリーンコーター増設と順調な稼動 

・提出会社の静岡事業所における機能紙用抄紙機の増設と順調な稼動 

（２）製紙・塗工紙関連事業の黒字体質の確立 

・洋紙事業の生産効率向上 

・新規機能紙事業の早期立ち上げ 

・塗工紙事業の構造転換 

（３）事業体制の整備及び再編 

 ・連結事業部体制の整備 

 ・当社グループ経営の再編、強化 

（４）内部統制システムの整備 

 ・内部統制委員会の設置 

・リスク管理規定の制定、運用  

・コンプライアンス行動指針の制定、運用  

・情報開示基準の改定、運用  



４【事業等のリスク】 

 当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性のある

リスクには、以下のようなものがある。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものである。 

（１）ＦＰＤ市場変動による影響 

 当社グループのプラスチック材料加工事業のＦＰＤ向光学フィルムは、液晶やプラズマパネル製造メーカーに販

売している。この市場は、特に大型テレビの需要増加が見込まれるため、顧客は大規模かつ効率的な生産投資を実

施することで、高い収益率の維持拡大を図っている。このような状況で、顧客のパネル製造メーカーの需要バラン

スの悪化と大幅な価格下落、競合他社との価格競争、更に調達資材メーカーの生産能力不足などの影響が生じた場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

（２）半導体市場変動による影響 

 当社グループの電子材料事業はエレクトロニクス業界、特に半導体市場向けに製品を販売している。半導体市場

向けビジネスは、技術の変化等により大幅に成長が期待できる反面、需給バランスが崩れることにより、市場が一

時的に縮小するというリスクがある。当社グループはこの様な局面においても利益を生み出せる様に、製品の多様

化、コストダウン等に取り組んできた。しかしながら、予期せぬ規模での急激な市場の大幅縮小が発生した場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

（３）主要原材料価格の変動による影響 

 当社グループはフィルムや重油をはじめとする各種石化製品等を原材料、燃料として多く使用しており、購入に

際しては市況動向をよく見極めた上で発注に努めている。しかしながら、在庫水準や需給バランスの崩れによる価

格の急激な変動によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

（４）海外の事業展開に伴う影響 

 当社グループはビジネス拡大を目指し、北米、欧州並びにアジアに対しグローバルな事業展開を積極的に推進し

ているが、地域においては①テロ、政変等の治安悪化、②予期せぬ法令、税制等の変更、③電力、水等の社会イン

フラの障害等々、これらのリスクが発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

（５）知的財産権を巡る影響 

 当社グループは、創業以来一貫して技術志向型企業として、同業他社に比べ知的財産の強化に注力し、自社製品

を特許によってガードし、且つ顧客との独占納入契約や主要原材料メーカーとの独占購買契約により、当社グルー

プの事業領域に対する競合他社の参入を防止して来ているが、知的財産権を巡って他社との間で係争や特許侵害等

が生じる可能性がある。このような事態が生じた場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

（６）外国為替変動による影響 

 当社グループは北米と欧州に現地法人を持つが、各地域における現地通貨建て財務諸表を連結財務諸表作成等の

ために円換算している。従って為替レートの変動により円換算値が変動し、円換算後の損益に影響を受けることと

なる。また為替相場変動等による損失の可能性がある輸出入取引及び外貨建て予定取引については、先物為替予約

取引を行うことによりリスクの軽減に努めている。 

（７）取引先の信用リスクによる影響 

 当社グループは、定期的な信用情報の収集とそれに基づく与信限度額の見直しを行っている。また一部子会社で

は包括的取引信用保険の付保等の保全措置を講じており、それらを通じて信用リスク発生の防止・軽減に備えてい

る。しかしながら、取引先における予期せぬ突然の破綻等の事態が発生した場合、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性がある。 

（８）東海地震発生による影響 

 当社グループの生産活動の主体は静岡県静岡市で行っており、東海地震が発生した場合は、その規模によっては

相当期間、生産、営業活動に影響を与える可能性がある。この対策として下記を実施している。 

①生産建物、設備に対して専門家による耐震強度の測定を実施し、その結果に基づき耐震補強工事を実施済みであ

る。 

②茨城県（電子材料事業）、北米（化成品（トナー）事業及びインクジェット用紙事業）にも生産拠点を持ってお

り、リスク分散を行っている。 

③地震保険等により、財務的な損害対策及び資金繰りの確保を行っている。 

④地震災害時発動型ファイナンス（Contingent Debt Facility、C.D.F.）の導入によって大震災罹災後、現預金の

取崩や手形割引に頼ることなく直ちに40億円の復旧資金を借入れることが可能となり、罹災後の流動性の確保に

万全を期している。 



５【経営上の重要な契約等】 

技術輸出 

（提出会社） 

６【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）では、各研究開発部門間の密接な連携のもと、素材、製造技術を基盤とした

新製品開発を進めている。 

 当連結会計年度においては、前連結会計年度後半からの開発部門の組織整備を継続して進め、当社電子材料事業部

直轄の組織として開発部を設けた。当社グループの研究開発体制は、研究開発本部（技術研究所及び電池材料研究

所）、各事業部の開発部門（電子材料事業部開発部及び塗工ビジネスユニット開発課及びテープビジネスユニット基

板材料開発グループ及びテープビジネスユニットパッケージ材料開発グループ、画像材料事業部化成品ユニット開発

部及び機能紙ユニット製品開発課、情報メディア事業部アドバンストコーティングユニット開発グループ）及び各連

結子会社の研究開発部門となり、直近の事業領域の課題は事業部門直下の組織で実施し、中期的な課題及び事業領域

の周辺の課題はその他研究組織が実施するという体制が整った。さらに、当連結会計年度末において、技術研究所及

び電池材料研究所を技術研究所として統合することにより、コーポレート研究組織の一本化を行い、研究開発リソー

スの効率的運用を図る体制を整えた。 

 中期的な新製品・新事業開発を全社的にプロジェクト運営する仕組み（イノベーション・セル・プログラム）につ

いては、当連結会計年度において、成果の早期実現を目指した運営方法、制度の整備を実施した。プロジェクトの成

果として、ディスプレイ用フィルム分野においてプロジェクトを事業化したほか、２つの新たなプロジェクトを立ち

上げた。 

 当社グループの各部門における研究開発要員は、約110名であり、当連結会計年度における研究開発費は、1,419百

万円（連結売上高比3.1％）である。 

 当連結会計年度における研究開発活動の状況及び研究開発費を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりで

ある。なお、「その他の事業」においては研究開発活動を行っていないため省略している。また、事業の種類別セグ

メントに配分することが出来ない基盤的研究開発活動等については、（その他）としている。 

（プラスチック材料加工事業） 

 当社電子材料事業部、画像材料事業部化成品ユニット、情報メディア事業部アドバンストコーティングユニット、

技術研究所及びTOMOEGAWA（U.S.A.）INC.が、粘・接着技術と塗工技術、粉体技術をベースとした電子部品材料及び

複写機・プリンター用トナー等の製品開発、さらには、ディスプレイ用を中心とした機能性フィルムの開発を行って

いる。電子部品材料の製品開発では、電子材料事業部が各種粘着フィルムを用いた電子部品実装用接着テープ、基板

材料の製品化、光学フィルムの開発、静電チャックの開発、封止用ガラスの精密加工製品開発を行った。トナー開発

では、コスト競争力の強化、新規樹脂トナーの開発、フルカラートナーの開発を進めた。機能性フィルムの製品開発

では、平面型ディスプレイ向けのフィルム製品の開発を行った。特に、平面型ディスプレイフィルムの新製品開発に

おいては、新たなプロジェクトを立ち上げた。中期的な新製品の開発では、次期電子部品実装用テープ・基板材料の

開発、光学部品封止材料の開発、新規樹脂トナー開発の４つのプロジェクトを進めた。 

 当連結会計年度の主な成果は、新規ＴＡＢテープ等電子部品実装用接着テープ・基板材料の開発、光学フィルムの

開発、大型静電チャックの開発、各種デジタルマシン対応トナー及びプリンター用フルカラートナーの開発、新規樹

脂トナーの開発、ディスプレイ用フィルム（表面部材）の開発等であり、特に、高透明・耐薬品性・復元性に優れた

光学フィルム「Ｓｉ－ＬＵＸ」は、広範な拡販を開始した。当事業に係わる研究開発費は、730百万円である。 

（製紙・塗工紙関連事業） 

 当社画像材料事業部機能紙ユニット、情報メディア事業部アドバンストコーティングユニットと技術研究所及び日

本理化製紙㈱が、抄紙技術及び塗工技術をベースとしたインクジェット用紙（プリンター用特殊紙）、各種機能性シ

ート製品等の開発を行っている。特に、機能紙ユニットでは、新たなプロジェクトを立ち上げ、抄紙及び塗工技術を

用いた幅広い機能性のシート製品の開発を進めた。当該製品の量産技術の確立を受け、新規設備の建設に着手した。

 当連結会計年度の主な成果は、機能性シート製品の開発等である。当事業に係わる研究開発費は、97百万円であ

る。 

契約事項 契約締結先 契約締結年月日 契約発行年月日 契約期限 

現像剤に関する技術援助 TOMOEGAWA (U.S.A.) INC. 昭和56年10月５日 昭和56年10月５日 平成18年10月４日 



（その他） 

 当社研究開発本部技術研究所及び電池材料研究所では、液晶等平面ディスプレイ用光学フィルム等の開発、光配線

板や光コネクタ等の光部品の開発、二次電池用材料の開発を各事業部門との協力体制で取り組んできた。また、基盤

的な開発として、次世代フィルム基板材料の開発、燃料電池・太陽電池材料の開発、表示・記録分野での新規素材開

発、セルロース材料の活用による新規製品の開発等を行った。技術研究所では、開発組織の整備を踏まえ、「電子部

品用材料」、「光部品材料」、「機能性シート材料」、「新規領域開拓」の４つの分野を骨格として開発を進めた。

特に、二次電池材料、光部品については、プロジェクト体制での運営を進め、開発製品の有償販売を開始するに至っ

ており、翌連結会計年度の事業化を見据えた量産体制の整備に入っている。これら研究開発本部における研究開発費

は、591百万円であった。 

 なお、次世代フィルム基板材料の開発については、「ガラス基板に代わるディスプレイ用新規フィルム基板の開発

として、経済産業省の地域新規産業創造技術開発費補助金による当連結会計年度より２年間の助成を受け、独立行政

法人産業技術総合研究所、静岡大学との産学官連携による開発に着手した。 

 また、研究開発本部分析センターでは、社内研究開発の支援とともに社外向け分析受託サービス業務を行ってい

る。特に、当連結会計年度においては、社会的ニーズを踏まえて、アスベストの分析技術を確立し、社外からの分析

受託を開始するとともに、欧州環境規制であるＲｏＨＳ対応の特定元素微量分析のＩＳＯ/ＩＥＣ17025認証を取得す

るなど、技術力の向上を図った。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年６月28日）現在において、当社グループ（当

社、連結子会社及び持分法適用関連会社）が判断したものである。 

(1）重要な会計方針及び見積もり 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してい

る。この連結財務諸表の作成に当たり必要と思われる見積もりは、合理的な基準に基づいて実施している。なお、

連結財務諸表作成のための重要な会計基準等は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項」に記載している。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、ＦＰＤ関連事業に重点を置いた経営資源の配分を行ったことが奏

功し、連結の売上高は前連結会計年度に比べ2,151百万円増収の46,151百万円となった。 

 一方、収益面では、営業利益は前連結会計年度に比べ73百万円増益の2,028百万円、経常利益は前連結会計年度

に比べ115百万円増益の1,850百万円となった。当期純利益は、減損損失と固定資産除却損等合計1,062百万円を特

別損失に計上したことで、前連結会計年度に比べ37百万円減益の523百万円となった。 

 当連結会計年度については、個人消費の回復やトリノオリンピック開催の効果で大型の薄型テレビ需要が大幅に

伸び、ＦＰＤ関連事業が大幅に売上げを伸ばしている。しかし、テープ事業及び精密加工事業は、当連結会計年度

前半にエレクトロニクス業界の在庫調整の影響を受け、売上げは微減となった。また、化成品（トナー）事業は、

国内での売上げは微減となったが、米国市場を筆頭とする海外マーケットの好調により、全体としての売上げは前

連結会計年度並となった。 

 製紙業界全体は景気回復を受け緩やかに需要が伸びているが、洋紙事業の主要製品である超軽量印刷用紙は、微

塗工紙への置き換えが進み市場の縮小が続いている。しかしながら、新たな市場や新規のお客様への販売を強化す

ることで、前連結会計年度並の売上げを確保することができた。一方、塗工紙関連事業は、インクジェット用紙ビ

ジネスの減少による影響が大きく、大幅な減収となった。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループは、販売面において、主としてプラスチック材料加工事業がエレクトロニクス市場及びＦＰＤ市場

の変動リスクを大きく受ける。一方、コスト面においては、主原料である各種石化製品・原紙・パルプ及び重油・

電力等の価格変動リスクが、経営成績に悪影響を与える可能性がある。詳細は「第２ 事業の状況 ４ 事業等の

リスク」に記載している。 

(4）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは、事業同士の関連性に基づいて①プラスチック材料加工事業と②製紙・塗工紙関連事業の２つの

事業分野（セグメント）に分けている。 

 その上で、プラスチック材料加工事業については、「経営資源を集中投入し、大幅な成長を目指す成長事業」と

位置付け、製紙・塗工紙関連事業については、「必要な経営資源の投入により収益の最大化を目指す収益事業」及

び「フリーキャッシュフローの最大化を目指す成熟事業」と位置付け、経営資源の投入配分を明確化した事業ポー

トフォリオ戦略を構築している。 

 見通しについては、世界経済の拡大を背景とする輸出の増加や企業収益の向上に基づく設備投資の拡大並びに雇

用・所得環境の改善による個人消費の増加等により、わが国経済は引き続き回復基調を維持するものと見込まれ

る。しかし、原油のさらなる高騰、米国や中国経済の減速懸念等、景気の先行きにはまだ不透明感が残り、経営環

境は予断を許さない状況が続くものと予測する。 

 当社グループの関連するＦＰＤ業界市場においては、大型テレビを中心とした大幅な生産拡大が期待されるが、

需要緩和による顧客の生産調整や更なる製品価格の下落なども予想される。 

 このような経済環境の中、当社グループは積極的な設備投資により、生産能力の増強を図るが、初期経費の増加

により、売上高は増加するものの利益は当連結会計年度並を見込んでいる。 



(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①資産、負債・資本の分析 

（資産） 

 当連結会計年度末の資産合計は45,220百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,351百万円の増加となった。 

（流動資産） 

 当連結会計年度末の流動資産の残高は20,479百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,713百万円の増加と

なった。これは、主として棚卸資産が、大幅に売上を伸ばしているＦＰＤ関連部材や電子材料部材を中心に前

連結会計年度末に比べ1,337百万円増加している。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末の固定資産の残高は24,740百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,637百万円の増加と

なった。当連結会計年度は、ＦＰＤ向光学フィルム関連設備やカラートナー工場増設等で3,367百万円の設備

投資を行ったが、減損損失（786百万円）計上の影響等により、有形固定資産は前連結会計年度末に比べ215百

万円の増加にとどまった。また、投資有価証券は、株価上昇による時価評価額の増加に加え、新規有価証券の

取得等により前連結会計年度末に比べ819百万円増加している。 

（負債） 

 当連結会計年度末の負債合計は35,052百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,485百万円の増加となった。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末の流動負債の残高は20,724百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,615百万円の増加と

なった。これは、主に設備関係の未払金や外注加工費等の未払費用の増加によりその他が前連結会計年度末に

比べ1,666百万円増加している 

（固定負債） 

 当連結会計年度末の固定負債の残高は14,328百万円となり、前連結会計年度末に比べ130百万円の減少とな

った。これは、主に社債を流動負債の１年以内償還社債への振替えにより前連結会計年度末に比べ1,250百万

円減少しているが、長期借入金の貸出コミットメント契約の未実行分2,000百万円を借入実行したこと等によ

り、前連結会計年度末に比べ1,253百万円増加している。 

（少数株主持分） 

 当連結会計年度末の少数株主持分は512百万円となり、前連結会計年度末に比べ64百万円の増加となった。こ

れは、連結子会社である日本理化製紙㈱の利益増加によるものである。 

（資本） 

 当連結会計年度末の資本合計は9,654百万円となり、前連結会計年度末に比べ801百万円増加している。利益剰

余金は当期純利益の計上等により、前連結会計年度末に比べ324百万円増加しており、その他有価証券評価差額

金も上場有価証券の時価評価で増加している。 

②キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フ

ローの状況」を参照。 



(6）経営者の問題意識と今後の方針について 

 刻一刻と変化する事業環境に対して、常に危機感を持って自律的に対応することができる適応力の高い企業グル

ープを目指している。そのためには、「持続的に成長する事業」、「持続的な成長を支える事業基盤」、「持続的

な成長を支える経営基盤」の構築が必要と認識している。 

 持続的に成長する事業の構築のためには、当社とグループ会社相互間の協力や連動を推進し、生産性向上と開発

の推進を行い、より持続性のある収益の向上とより実効性のある事業戦略を構築する。また、マーケティング戦略

の強化に取り組み、収益の向上を目指す。 

 持続的な成長を支える事業基盤の構築のためには、リスクマネジメント体制の確立、内部統制・コンプライアン

ス経営システムの確立、知的財産戦略の推進等、最低コストでのグループ全体最適を実現する。 

 持続的な成長を支える経営基盤の構築のためには、グループとしての経営戦略の作成・推進・サポートを行い、

成果の評価、経営資源の適正配分を行い、経営の効率的運営を実現する。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資額は3,367百万円であり、製品増産のための設備新設、製品の品質向上、原価低減のた

めの設備の増強及び改善等の設備投資を実施した。 

 事業の種類別セグメントの投資状況は、次のとおりである。なお、「その他の事業」及び「消去又は全社」におけ

る設備投資状況は「その他」としている。 

プラスチック材料加工事業 

 提出会社の静岡事業所における化成品、電子材料及びＦＰＤ向光学フィルム製造設備等の増設及び改善等を行

い、設備投資額は2,169百万円となった。 

製紙・塗工紙関連事業 

 提出会社の静岡事業所における洋紙、塗工紙及び機能紙製造設備等の増強及び改善等を行い、設備投資額は303

百万円となった。 

その他 

 提出会社のユーティリティーの更新設備及び研究開発本部における装置の増設等を行い、設備投資額は894百万

円となった。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 

(1）提出会社 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積千㎡）

その他 合計 

静岡事業所 

（静岡県静岡市） 

プラスチック材

料加工事業 

化成品・電子材

料・ＦＰＤ向光学

フィルム生産設備 

3,774 3,514 
489 

(87) 
1,088 8,866 332［28］

 〃 
製紙・塗工紙関

連事業 
抄紙設備塗工設備 909 1,310 

495 

(88) 

〔2〕

136 2,851 199［10］

清水事業所 

（静岡県静岡市） 

プラスチック材

料加工事業 
電子材料生産設備 323 621 

110 

(17) 
177 1,232 117［38］

 〃 
製紙・塗工紙関

連事業 
塗工仕上生産設備 222 131 

22 

(3) 
15 392 20［ 9］

新宮山林事務所 

（和歌山県新宮市他） 
その他の事業 山林他 460 1 

210 

(36,761) 
390 1,062 2 

本社他 

（東京都中央区他） 
全社 その他設備 210 13 

704 

(176) 

〔1〕

982 1,911 147［10］



(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、器具及び備品、建設仮勘定、植林木の合計である。なお、金額には消費税等

を含まない。 

２ 〔 〕内は賃貸中のものを内数で表示しており、関係会社等に貸与している。 

３ 〈 〉内は賃借中のものを外数で表示しており、関係会社以外から賃借している。 

４ 本社他には、研究開発本部の設備及び新宮工場跡地を含む。 

５ 臨時従業員は［ ］内に外数で記載している。 

６ リース契約による主要な賃借設備は下記のとおりである。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在において、重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  平成18年３月31日現在

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及

び構築
物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
（面積千
㎡） 

その他 合計 

日本理化製

紙㈱ 

草薙工場 

(静岡県静岡

市) 

製紙・塗工

紙関連事業 

塗工仕上

生産設備 
235 397 

817 

(18)
56 1,506 81［20］

  平成18年３月31日現在

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及

び構築
物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
（面積千
㎡） 

その他 合計 

TOMOEGAWA

(U.S.A.) 

INC. 

本社工場（Whe

eling, Ill 60

090, U.S.A.） 

プラスチッ

ク材料加工

事業 

化成品生

産設備 
114 774 

79 

(26)
35 1,004 99 

TOMOEGAWA 

PAPER  

AMERICA  

LLC 

メキシコ工場

（Cd.Juarez, 

Chihuahua CP 

32690 MEXIC

O） 

プラスチッ

ク材料加工

事業 

化成品仕

上生産設

備 

－ 46 

－ 

(－)

〈1〉

－ 46 1［41］

製紙・塗工

紙関連事業 

機能紙仕

上生産設

備 

27 125 

― 

(―)

〈3〉

2 155 1［47］

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
年間リース料
（百万円） 

リース契約残
高（百万円） 

㈱巴川製紙所 
静岡事業所 

（静岡県静岡市） 

プラスチック材

料加工事業 

電子部品用接着

テープ生産設備 
135 757 

〃 〃 
製紙・塗工紙関

連事業 

機能紙抄紙機設

備 
16 94 

〃 〃 共通 

復水タービン及

び排ガス対策設

備 

100 142 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 39,814,331 39,814,331 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 39,814,331 39,814,331 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

    ２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

また、①当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、②当社が他社と

株式交換を行い完全親会社となる場合、③当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る株式数の調整を行うことができるものとする。 

    ３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合（時価発行として行う公募増資

等、新株予約権及び新株予約権証券の行使により株式を発行する場合を除く）は、次の算式により払込金額

を調整し、調整に生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、①当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、②当社が他社と

株式交換を行い完全親会社となる場合、③当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る払込金額の調整を行うことができるものとする。 

株主総会の特別決議日（平成17年６月28日） 

  事業年度末現在 提出日の前月末現在 

  （平成18年３月31日） （平成18年５月31日） 

新株予約権の数(個) 491（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる

株式の種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる

株式の数（株） 
491,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使時の払

込金額（円） 
１株当たり          500（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成24年７月１日 

至 平成27年６月27日 
同左 

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額（円） 

発行価格          500 

資本組入額         250 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権割当を受けた者のうち、中

途退職者は新株予約権を行使できな

い。 

②新株予約権割当を受けた者が死亡した

場合は新株予約権を行使できない。 

③新株予約権割当を受けた者が行使期間

内に権利行使しなかった場合は新株予

約権を行使できない。 

④新株予約権割当を受けた者が死亡した

場合、相続人は権利行使請求権を相続

できない。 

⑤新株予約権の質入その他一切の処分は

認められない。 

⑥その他の権利行使の条件は新株予約権

発行の取締役会決議により決定し、当

社の取締役、監査役、執行役員及び従

業員ならびに子会社及び関連会社の取

締役との間で締結する新株予約権割当

契約に定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関す

る事項 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承

認を要する。 
同左 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 転換社債の株式転換による増加である。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式24,814株は「個人その他」に24単元及び「単元未満株式の状況」に814株含めて記載してある。な

お、株主名簿上の自己株式数と平成18年３月31日現在の実保有自己株式数は一致している。 

２ 上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれている。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）千株未満の端数は切り捨てて表示している。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

昭和57年11月１日～ 

昭和58年10月31日 
3,881 39,814,331 0 1,990 － 1,377 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満
株式の状
況 
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 その他の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数

（人） 
－ 47 18 98 18 1 2,668 2,850 － 

所有株式数

（単元） 
－ 11,941 155 14,070 350 1 13,154 39,671 143,331 

所有株式数

の割合

（％） 

－ 30.10 0.39 35.47 0.88 0.00 33.16 100.00 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

栄紙業㈱ 東京都中央区京橋１－５－15 2,175 5.46 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,979 4.97 

三弘㈱ 東京都中央区京橋１－５－15 1,691 4.24 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,469 3.69 

日本生命保険（相） 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,174 2.95 

東紙業㈱ 東京都中央区京橋１－５－15 1,159 2.91 

井上 善雄 東京都千代田区 1,126 2.82 

鈴与㈱ 静岡県静岡市清水区入船町11－１ 1,031 2.58 

㈱静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１－10 983 2.47 

井上 智雄 東京都港区 864 2.17 

計 － 13,655 34.29 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）

含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式814株が含まれている。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上当社名義になっている株式は全て実質的に所有している。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を平成17年６月28日をもって採用した。当該制度は、

旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役、執行役員及び従業員ならびに子

会社及び関連会社の取締役に対してストックオプションとして新株予約権を発行することにつき、平成17年６月

28日の定時株主総会において特別決議されたものである。 

 当該制度の内容は、以下の通りである。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式   24,000 
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式   10,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,637,000 39,637 － 

単元未満株式 普通株式   143,331 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 39,814,331 － － 

総株主の議決権 － 39,637 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
    

㈱巴川製紙所 
東京都中央区京橋

１－５－15 
24,000 － 24,000 0.06 

（相互保有株式）           

巴川物流サービス㈱ 
静岡市駿河区用宗

巴町３－１ 
10,000 － 10,000 0.02 

計 － 34,000 － 34,000 0.08 

決議年月日 平成17年６月28日 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役、監査役、執行役員及び従業員ならびに当社子会社及び関

連会社の取締役 

195名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 
(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 
①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
 【株式の種類】 普通株式 
 イ【定時総会決議による買受けの状況】 
該当事項なし。 

  
ロ【子会社からの買受けの状況】 
該当事項なし。 

  
ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

（注）１ 買受期間 平成17年６月28日から平成18年３月31日 
   ２ 未行使割合が５割以上である理由は、経済情勢や市場動向等を勘案したことによるものである。 

（注）１ 買受期間 平成18年５月19日から平成19年３月31日 
   ２ 未行使割合が５割以上である理由は、経済情勢や市場動向等を勘案したことによるものである。 
  

ニ【取得自己株式の処理状況】 
該当事項なし。 

  
ホ【自己株式の保有状況】 

  
②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 
①【前決議期間における自己株式による買受け等の状況】 
 該当事項なし。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 
 該当事項なし。 

  平成18年６月28日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 
（平成17年６月28日決議） 

300,000 100,000,000 

前決議期間における取得自己株式 － － 

残存決議株式数及び価額の総額 300,000 100,000,000 

未行使割合（％） 100.0 100.0 

  平成18年６月28日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 
（平成18年５月19日決議） 

400,000 200,000,000 

前決議期間における取得自己株式 114,000 50,019,000 

残存決議株式数及び価額の総額 286,000 149,981,000 

未行使割合（％） 71.5 75.0 

  平成18年６月28日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 114,000 



３【配当政策】 

 当社は、中長期的視点に立って着実に株主価値を向上させることを目標としており、株主に対する適正な利益還元

を経営の最重要課題として位置付けている。配当については、業績に対応した配当を行うことを基本方針としつつ、

内部留保の確保や財務体質の強化等を総合的に勘案して決定していく。なお、内部留保については、変化する事業環

境に対応した新製品・新技術の研究開発や設備投資等に充当し、会社の競争力の維持・強化を図り、株主価値の向上

に努める。 

 当期配当については、引き続き１株につき年間５円とする。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

回次 第143期 第144期 第145期 第146期 第147期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 526 393 423 439 578 

最低（円） 272 224 258 322 321 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 578 520 519 549 539 525 

最低（円） 345 471 472 485 462 471 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

社長 
  井上 善雄 昭和39年11月８日生 

昭和62年３月 慶応義塾大学経済学部卒業 

1,146 

〃 62年４月 ㈱日本興業銀行入行 

平成10年３月 当社入社 

〃 11年１月 洋紙事業部副事業部長兼標準化推進

室長 

〃 11年６月 取締役に就任 

〃 12年３月 常務取締役に就任 

〃 14年６月 代表取締役社長に就任（現） 

取締役 

専務執行役員 
研究開発本部長 西村 正臣 昭和13年12月４日生 

昭和37年３月 早稲田大学第一商学部卒業 

28 

〃 37年４月 当社入社 

〃 59年６月 特品事業部部長役 

平成７年６月 洋紙事業部長 

〃 ９年６月 取締役に就任 

〃 11年６月 常務取締役に就任 

〃 14年６月 専務取締役に就任 

〃 17年４月 研究開発本部長兼技術研究所長 

〃 17年６月 取締役専務執行役員に就任(現) 

〃 17年９月 研究開発本部長（現） 

取締役 

常務執行役員 
事業推進本部長 横山 繁 昭和15年７月22日生 

昭和38年３月 中央大学法学部卒業 

25 

〃 38年４月 当社入社 

〃 59年６月 加工紙本部付部長役(シカゴ駐在) 

平成３年５月 TOMOEGAWA (U.S.A.) INC.  

President & CEO 

〃 11年７月 TOMOEGAWA (U.S.A.) INC.  

Chairman & CEO 

〃 12年６月 取締役に就任 

〃 14年６月 常務取締役に就任 

〃 14年10月 TOMOEGAWA HOLDINGS AMERICA  

INC. President & CEO（現） 

〃 15年５月 巴川新興産株式会社代表取締役(現) 

〃 17年６月 取締役常務執行役員に就任（現）  

〃 18年４月 事業推進本部長（現）  

取締役 

常務執行役員 

画像材料事業部

長 
平野 国雄 昭和17年１月30日生 

昭和40年３月 東洋大学工学部卒業 

29 

〃 40年４月 当社入社 

〃 63年７月 加工紙本部化成品工場製造部長 

平成２年８月 TOMOEGAWA (U.S.A.) INC. Vice Pre

sident 

〃 10年８月 化成品事業部長 

〃 11年６月 取締役に就任 

〃 12年７月 TOMOEGAWA (U.S.A.) INC.  

Chairman of the Board（現） 

〃 16年４月 TOMOEGAWA PAPER AMERICA LLC 

Chairman & CEO（現） 

〃 16年６月 常務取締役に就任 

〃 17年６月 取締役常務執行役員に就任、画像材

料事業部長（現） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

取締役   増永 孝之 昭和14年10月20日生 

昭和37年３月 早稲田大学第一政治経済学部卒業 

19 

〃 37年４月 当社入社 

〃 63年７月 用宗工場事務部長 

平成９年１月 人事部長兼秘書室付兼勤労部担当付 

〃 ９年６月 取締役に就任 

〃 14年６月 常務取締役に就任 

〃 17年４月 静岡管理本部長 

〃 17年６月 取締役常務執行役員に就任 

〃 18年４月 取締役に就任（現） 

取締役   吉田 剛 昭和13年３月16日生 

昭和37年３月 慶応義塾大学経済学部卒業 

21 

〃 37年４月 当社入社 

〃 57年12月 用宗工場事務部長 

平成７年３月 社長室長 

〃 ７年６月 取締役に就任 

〃 11年６月 常務取締役に就任 

〃 12年10月 取締役に就任（現） 

〃 13年５月 昌栄印刷株式会社代表取締役社長に

就任（現） 

取締役   小森 哲郎 昭和33年12月１日生 

昭和59年３月 早稲田大学大学院理工学研究科修士

課程修了 

－ 

〃 59年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー

入社 

平成５年12月 同社プリンシパル（パートナー） 

〃 14年４月 ユニゾン・メディアパートナーズ株

式会社取締役 

株式会社アスキー顧問 

〃 14年６月 株式会社アスキー代表取締役社長 

〃 15年11月 株式会社メディアリーヴス代表取締

役会長 

〃 16年６月 ユニゾン・キャピタル株式会社マネ

ジメントアドバイザー 

  当社監査役に就任 

〃 17年６月 

〃 18年２月 

当社取締役に就任（現） 

カネボウ株式会社取締役兼代表執行

役社長に就任 

〃 18年５月 カネボウ・トリニティ・ホールディ

ングス株式会社代表取締役ＣＥＯ、

社長執行役員、カネボウホームプロ

ダクツ株式会社代表取締役、カネボ

ウ製薬株式会社代表取締役及びカネ

ボウフーズ株式会社代表取締役に就

任（現） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   山東 紀夫 昭和16年５月18日生 

昭和40年３月 静岡大学農学部卒業 

12 

〃 40年４月 当社入社 

平成元年９月 生産部部長役 

〃 ９年５月 経営企画室長代理 

〃 12年６月 取締役に就任 

〃 16年６月 常勤監査役に就任（現） 

常勤監査役   岩井 眞明 昭和17年７月13日生 

昭和42年３月 東京大学農学部卒業 

14 

〃 42年４月 当社入社 

平成元年３月 用宗工場加工紙部長 

〃 ７年３月 電子材料事業部長 

〃 10年６月 取締役に就任 

〃 17年６月 常勤監査役に就任（現） 

監査役   大川 博通 昭和12年１月28日生 

昭和35年３月 東京大学法学部卒業 

30 

〃 35年４月 伊藤忠商事株式会社入社 

〃 57年１月 同社伊藤忠アメリカ会社鉄鋼部長兼

北米総支配人付（ニューヨーク駐

在） 

平成７年４月 同社大洋州総支配人兼伊藤忠豪州会

社社長 

〃 ９年６月 同社常勤監査役 

〃 12年６月 当社監査役に就任（現） 

〃 17年１月 第一法規出版株式会社代表取締役副

社長（現） 

監査役   鮫島 正洋 昭和38年１月８日生 

昭和60年３月 東京工業大学工学部卒業 

－ 

〃 60年４月 藤倉電線株式会社入社 

平成４年３月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社 

  弁理士登録 

〃 11年４月 弁護士登録 

〃 12年３月 松尾総合法律事務所入所 

〃 16年７月 内田・鮫島法律事務所パートナー

（現） 

〃 16年12月 東京工業大学特任教授（現） 

〃 17年６月 当社監査役に就任（現） 

 計 1,324 



 （注）１ 小森哲郎は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。 

２ 監査役大川博通及び鮫島正洋は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。 

４ 当社では、取締役会の本来の機能を強化するとともに、より効率的な業務執行を行うため平成17年６月28日

より、執行役員制度を導入している。執行役員は７名（取締役との兼務者を含む）で、構成は下表のとおり

である。 

（氏名） （生年月日）  （略歴）  （所有株式数） 

立野 晴朗 昭和39年８月３日生 昭和60年10月  監査法人中央会計事務

所（現 中央青山監査

法人）入所  

5千株 

    平成元年３月 公認会計士登録  

    

公認会計士立野晴朗事

務所（現 立野経営会

計事務所）開業 

 

   
平成13年９月 ユニバーサル監査法人

代表社員 
 

氏名 職位 役職 

西村 正臣 （兼取締役）専務執行役員 研究開発本部長 

横山 繁 （兼取締役）常務執行役員 事業推進本部長 

平野 国雄 （兼取締役）常務執行役員 画像材料事業部長 

河田 和久 執行役員 洋紙事業部長兼企画グループマネージャー 

越村 淳 執行役員 情報メディア事業部長 

奥野 良蔵 執行役員 電子材料事業部長兼開発グループマネージャー 

石垣 茂 執行役員 経営戦略本部長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の透明性・公正性を確保し、コーポレート・ガ

バナンスの一層の充実を図ることが経営の重要な課題であると強く認識しており、そのための社内体制の強化と必要

な施策を推進している。具体的には、積極的な情報開示、役割と責任の明確化によるスピーディーな意思決定、そし

て、客観的なチェック機能の強化を基本方針として取り組んでいる。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 取締役会と執行役員制度の状況 

 経営の意思決定機能の充実及び迅速化、業務執行の効率化及び責任の明確化を図るため、執行役員制度を平成

17年６月28日より導入した。執行役員は担当する事業に関し収益責任を負い、大幅な権限委譲を受けて、取締役

会で承認された範囲の業務を迅速かつ効率的に行う。有価証券報告書提出日現在の当社の取締役は７名であり、

取締役のうち１名は社外取締役である。 

② 経営諮問機関の状況 

 代表取締役社長（ＣＥＯ）の諮問機関として全社執行会議を設置し、執行役員（部門長）の諮問機関として部

門執行会議を設置している。 

③ 内部統制システムの整備の状況 

 当社は内部統制基本方針を取締役会で決議しており、この方針に則り内部統制システム整備を進めている。リ

スク管理状況、コンプライアンス活動状況、その他内部統制に関する事項の審議・評価を目的に、内部統制委員

会を設置している。リスク管理に関しては、リスク管理マニュアルに従い実施している。コンプライアンス活動

としては、コンプライアンス宣言、巴川グループ行動規範を制定して企業活動の基本理念を明確にし、巴川グル

ープ行動指針を定めて行動の際のガイドラインとし、コンプライアンスに係わる内部通報システムを設置してい

る。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は監査役会設置会社である。有価証券報告書提出日現在において、社外監査役は監査役４名中２名であ

る。監査役の専従スタッフはいないが、社長室、 経理グループ、内部監査室等で適宜対応している。当社は取

締役会のほか全社執行会議、部門毎の執行会議により業務執行状況等の内容を常時把握することができる体制を

とっており、監査役は監査役会において定めた監査方針に従い、取締役会に常時出席するほか取締役等から経営

状態の報告を聴取するなど取締役から独立して取締役の業務執行の監査を行っている。監査役会は当社グループ

全体の監視・監査の役割を担っており、グループ連結経営に対応した公正な監査も行っている。また、監査役会

は会計監査人である新日本監査法人と監査計画段階での事前協議、監査報告段階での意見調整に加え、監査実施

過程においても随時協議している。 

また、この監査役による監査に加え、平成18年４月１日付けで社長直属の組織として内部監査室（２名）を設

置した。 

⑤ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりである。 

※同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執

行社員の交代制度を導入しており、同監査法人において策定された交代計画に基づいて大石暁氏は平成19年

３月期会計期間をもって交替する予定となっていたが、同監査法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18

年３月期会計期間をもって交替する予定となっている。 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士   ５名    会計士補   11名 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役である小森哲郎、社外監査役である大川博通及び鮫島正洋とは、特別の利害関係はない。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 

業務執行社員 

大石 暁 

新日本監査法人 

10年※ 

髙橋 治也 － 

戸田 仁志 － 



(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社は「創業精神」の一つに「誠実」を掲げており、これに基づきコンプライアンス体制の整備と強化に取り組

んでいる。コンプライアンス施策については、全社業務全般を合法性と合理性の観点から監査し、財産の保全と経

営効率の向上を図るため、内部監査室を設置した。 

 当社は機密情報・重要情報について、保有する機密情報の適正な管理による業務の円滑な遂行及び当社の利益の

保全を図ることを目的に機密情報管理規程を設けている。また、当社の役員及び従業員等が業務上知った当社グル

ープ及び顧客企業の重要情報の取扱い並びに株式等の売買等に関する基準を定め、重要情報の管理と内部者取引の

未然防止を図ることを目的に内部者取引防止規程を設けている。 

 重要な法的課題については顧問契約を締結している法律事務所等の弁護士により必要に応じてアドバイスを受け

ている。 

(3）役員報酬及び監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

ある。 

① 役員報酬 

 （注）１ 使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）59百万円は含まれていない。 

２ 当事業年度中の退任取締役及び退任監査役の報酬を含んでいる。 

  

② 監査報酬 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は22百万円であり、それ以

外の業務に基づく報酬はない。 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 
支給額 
（百万円） 

支給人員 
支給額 
（百万円） 

支給人員 
支給額 
（百万円） 

定款又は定時株主総会決

議に基づく報酬 

 （内、社外取締役又は社

外監査役） 

12名 

（ 1名）

89 

（ 4）

5名 

（ 3名）

23 

（ 7）

17名 

  

113 

  

定時株主総会決議に基づ

く退職慰労金 
3名 19 1名 0 4名 20 

計 － 108 － 24 － 133 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本監査法人の監査を受けている。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,665 1,942 

２ 受取手形及び売掛金  7,582 7,125 

３ 棚卸資産 ※３ 8,137 9,475 

４ 繰延税金資産  414 388 

５ その他  982 1,564 

貸倒引当金  △17 △17 

流動資産合計  18,765 44.8 20,479 45.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1）建物及び構築物 ※３ 5,929 6,500 

(2）機械装置及び運搬具 ※３ 8,055 7,313 

(3）土地 ※３ 2,919 2,931 

(4）建設仮勘定  1,097 1,482 

(5）植林木 ※３ 375 367 

(6）その他  845 843 

有形固定資産合計  19,223 45.9 19,438 43.0

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア  110 355 

(2）その他  16 16 

無形固定資産合計  126 0.3 372 0.8

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 
 ２ 
※３ 
 ４ 

1,853 2,672 

(2）破産更生債権  7 7 

(3）繰延税金資産  1,694 1,811 

(4）その他  205 446 

貸倒引当金  △7 △7 

投資その他の資産合計  3,753 9.0 4,930 10.9

固定資産合計  23,103 55.2 24,740 54.7

資産合計  41,868 100.0 45,220 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  8,436 8,894 

２ 短期借入金  2,408 2,520 

３ １年以内に返済する長
期借入金 

※３ 942 1,133 

４ １年以内償還社債 ※３ 1,525 1,250 

５ 未払法人税等  95 508 

６ 賞与引当金  539 590 

７ その他 ※４ 4,160 5,826 

流動負債合計  18,108 43.3 20,724 45.8

Ⅱ 固定負債    

１ 社債 ※３ 1,950 700 

２ 長期借入金 ※３ 8,044 9,298 

３ 繰延税金負債  215 193 

４ 退職給付引当金  4,028 3,949 

５ その他  219 187 

固定負債合計  14,458 34.5 14,328 31.7

負債合計  32,567 77.8 35,052 77.5

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  448 1.1 512 1.1

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※７ 1,990 4.7 1,990 4.4

Ⅱ 資本剰余金  1,377 3.3 1,377 3.0

Ⅲ 利益剰余金  5,585 13.3 5,909 13.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 423 1.0 756 1.7

Ⅴ 為替換算調整勘定  △471 △1.1 △326 △0.7

Ⅵ 自己株式 ※８ △51 △0.1 △54 △0.1

資本合計  8,852 21.1 9,654 21.4

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 41,868 100.0 45,220 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  43,999 100.0 46,151 100.0 

Ⅱ 売上原価  35,905 81.6 37,764 81.8

売上総利益  8,094 18.4 8,387 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 運送費  728 714   

２ 貸倒引当金繰入額  1 －   

３ 給料手当  1,283 1,380   

４ 賞与引当金繰入額  123 137   

５ 退職給付費用  127 133   

６ 減価償却費  83 88   

７ 研究開発費 ※１ 1,384 1,419   

８ その他  2,407 6,139 14.0 2,485 6,359 13.8

営業利益  1,954 4.4 2,028 4.4

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  17 51   

２ 受取配当金  11 16   

３ 補償金  45 24   

４ 生命保険配当金  45 4   

５ 受取保険金  50 137   

６ 持分法による投資利益  8 19   

７ その他  141 320 0.7 142 396 0.8

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  258 278   

２ 補償金  － 82   

３ 為替差損  15 50   

４ シンジケートローン手
数料 

 78 18   

５ その他  186 539 1.2 143 573 1.2

経常利益  1,735 3.9 1,850 4.0

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ － 113   

２ 投資有価証券売却益  － － － 56 169 0.4

Ⅶ 特別損失    

１ 役員退職金  20 21   

２ 固定資産売却損 ※３ － 38   

３ 固定資産除却損 ※４ 616 217   

４ 減損損失 ※５  － 786   

５ 投資有価証券評価損  30 667 1.5 － 1,062 2.3

税金等調整前当期純利
益 

 1,068 2.4 957 2.1

法人税、住民税及び事
業税 

 269 701   

法人税等調整額  161 431 0.9 △341 359 0.8

少数株主利益  75 0.2 73 0.2

当期純利益  561 1.3 523 1.1

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,377  1,377

Ⅱ 資本剰余金増加高   

自己株式処分差益  0 0 － －

Ⅲ 資本剰余金期末残高  1,377  1,377

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  5,222  5,585

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  561   523 

２ 新規連結子会社増加
に伴う増加高 

 － 561 0 523

Ⅲ 利益剰余金減少高   

配当金  198 198 198 198

Ⅳ 利益剰余金期末残高  5,585  5,909

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  1,068 957 

減価償却費  2,246 2,268 

減損損失  － 786 

貸倒引当金の減少額  △77 △0 

退職給付引当金の減少額  △248 △88 

受取利息及び受取配当金  △28 △67 

支払利息  258 278 

為替差益（△）・差損  △7 29 

有形固定資産売却益  △0 △75 

有形固定資産除却損  616 217 

売上債権の減少額  1,395 546 

棚卸資産の増加額
（△）・減少額 

 4 △1,225 

仕入債務の増加額  220 436 

その他  △213 464 

小計  5,233 4,527 

利息及び配当金の受取額  28 58 

利息の支払額  △248 △276 

法人税等の支払額  △812 △303 

その他  25 △17 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 4,227 3,988 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △2,835 △2,656 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 6 264 

有形固定資産のリース化
による回収 

 969 － 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △194 △154 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 － 75 

子会社株式の取得による
支出  

 － △124 

貸付けによる支出  △93 △608 

貸付金の回収による収入  93 0 

その他  △23 △202 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,077 △3,407 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額  △6,544 103 

有価証券消費貸借契約に
よる預り金受入高 

 700 300 

長期借入れによる収入  4,318 2,175 

長期借入金の返済による
支出 

 △2,012 △1,023 

社債の償還による支出  △150 △1,525 

配当金の支払額  △197 △197 

少数株主への配当金の支
払額 

 △11 △11 

その他  144 △90 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △3,753 △269 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 △30 △33 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額・減少額（△） 

 △1,633 277 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 3,289 1,655 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 1,655 1,932 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数       ７社 

連結子会社の名称 

TOMOEGAWA HOLDINGS AMERICA INC. 

TOMOEGAWA (U.S.A.) INC. 

TOMOEGAWA PAPER AMERICA LLC 

TOMOEGAWA EUROPE B.V. 

新巴川加工㈱ 

巴川物流サービス㈱ 

日本理化製紙㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数       ８社 

連結子会社の名称 

TOMOEGAWA HOLDINGS AMERICA INC. 

TOMOEGAWA (U.S.A.) INC. 

TOMOEGAWA PAPER AMERICA LLC 

TOMOEGAWA EUROPE B.V. 

新巴川加工㈱ 

㈱テクニカ巴川 

巴川物流サービス㈱ 

日本理化製紙㈱ 

非連結子会社名 

巴川新興産㈱ 

㈱巴川ホールディングス恵州 

非連結子会社名 

巴川新興産㈱ 

㈱巴川ホールディングス恵州 

巴川影像科技（恵州）有限公司 

TOMOEGAWA HONG KONG CO.,LTD.  

㈱巴川ファインコーティング  

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためである。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためである。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数   １社 

持分法適用の関連会社の名称 

三和紙工㈱ 

非連結子会社２社及び関連会社２社（㈱テクニカ三

和、TOMO IMAGING TECHNOLOGIES CO.,LTD.）は、そ

れぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数   １社 

持分法適用の関連会社の名称 

三和紙工㈱ 

非連結子会社５社及び関連会社１社（TOMO IMAGIN

G TECHNOLOGIES CO.,LTD.）は、それぞれ連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外している。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と同一である。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…同左 

時価のないもの…移動平均法による原価法 時価のないもの…同左 

  ────── 

② 棚卸資産…主として移動平均法による原価法 

② デリバティブ…時価法 

③ 棚卸資産…同左  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

提出会社においては、建物及び構築物について

は定額法、機械装置及び運搬具、器具及び備品

については定率法を採用している。また、連結

子会社においては、主として定額法を採用して

いる。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

提出会社においては、建物及び構築物について

は定額法、機械装置及び運搬具、器具及び備品

については定率法を採用している。また、連結

子会社においては、主として定額法を採用して

いる。 

主な耐用年数 

建物及び構築物     ８～47年 

機械装置及び運搬具   ３～14年 

主な耐用年数 

建物及び構築物     ８～47年 

機械装置及び運搬具   ３～14年 

（会計処理の変更） 

当連結会計年度より、提出会社において機械装

置及び運搬具、器具及び備品について、減価償

却方法を定額法から定率法に変更している。 

この変更は、設備の技術革新による経済的陳腐

化の加速を考慮し、投下資本の早期回収を図る

とともに、費用を適正に期間配分するために行

っている。なお、この変更に伴い、従来と同一

の基準を適用した場合と比較して、減価償却費

は366百万円増加し、営業利益、経常利益、税金

等調整前当期純利益はそれぞれ323百万円減少し

ている。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載している。 

  

  

② 無形固定資産（ソフトウェア） 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法 

② 無形固定資産（ソフトウェア） 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、また、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討して、回収不能見込額を計上すること

としている。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づき、当連結会計年度の負担額を計上する

こととしている。 

② 賞与引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上することとしてい

る。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（２年）による定

額法により費用処理することとしている。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による均等按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしてい

る。 

③ 退職給付引当金 

同左 

(4）連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理することとしている。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めている。また、収益及び費用

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理することとしてい

る。 

(4）連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5）連結子会社の会計処理基準の差異 

連結子会社のうち３社は、米国（イリノイ州）に

所在しており、各社の財務諸表は米国において一

般に公正妥当と認められた会計処理基準に準拠し

て作成されており、重要なリース取引の処理方法

を除き、親会社が採用している基準と重要な差異

はない。 

(5）連結子会社の会計処理基準の差異 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。なお、米国に所在している連結

子会社については通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

ただし、ヘッジ会計の特例処理の要件を満たす

金利スワップ取引については、特例処理を採用

している。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…先物為替予約取引 

ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性

がある外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…変動金利又は固定金利建借入

金・社債 

  

  

③ ヘッジ方針 

当社グループは内規に基づき「金融商品に係る

会計基準」に規定された要件を満たすヘッジ取

引を行うこととしている。 

外貨建取引については、為替リスクの軽減、外

貨資金繰りの円滑化を目的として実需の範囲内

で為替予約取引を行っている。 

スワップ取引については、借入金等に係る金利

変動リスクの軽減を目的として借入金等の残高

を限度として金利スワップ取引を行っている。 

なお、当社グループは投機的なデリバティブ取

引は行わない方針である。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

事前評価の方法は、主として回帰分析等統計的

手法によっている。 

事後評価の方法は、比率分析の手法によってい

る。 

ただし、特例処理を採用している金利スワップ

取引については、有効性の評価を省略してい

る。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

（会計処理の変更） 

当連結会計年度より、提出会社において外貨建売

上取引に係る為替予約を振当処理する方法から時

価評価し評価差額を損益として処理する方法（原

則的な方法）に変更している。これに伴い、外貨

建売上高は取引発生時の為替相場に基づき円換算

し、外貨建売掛金は連結決算日の為替相場により

円換算し、換算差額は損益として処理している。 

この変更は、原則的な処理をするための為替管理

体制が整ったため行っている。 

なお、この変更による損益への影響額は軽微であ

る。 

  

  

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

 



    連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（表示方法の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、原則５年間で均等

償却を行うこととしている。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

することとしている。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ている。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

いる。これにより税金等調整前当期純利益は786百万円減

少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき当該資産の金額から直接控除している。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

「補償金」は、前連結会計年度まで営業外費用の「その

他」に含めて表示していたが、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため区分掲記した。 

なお、前連結会計年度における「補償金」の金額は17百

万円である。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 32,294百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 34,850百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社項目 ※２ 非連結子会社及び関連会社項目 

  非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次

のとおりである。 

  非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次

のとおりである。 

  
固定資産 投資有価証券（株式） 

百万円 
125 

  
固定資産 投資有価証券（株式） 

百万円 
262 

※３ 下記資産は下記借入金等の担保に供している。 ※３ 下記資産は下記借入金等の担保に供している。 

  (1）工場財団（用宗工場）   (1）工場財団（用宗工場） 

  土地 簿価 324百万円

建物及び構築物 〃 4,175 

機械及び装置 〃 5,879 

計   10,378 

  土地 簿価 324百万円

建物及び構築物 〃 4,705  

機械及び装置 〃 4,795  

計   9,824 

  １年以内に返済する長期借

入金 
591百万円

長期借入金 2,434 

１年以内償還社債に対する

銀行保証 
525 

社債に対する銀行保証 1,950 

計 5,500 

  １年以内に返済する長期借

入金 
838百万円

長期借入金 1,595  

１年以内償還社債に対する

銀行保証 
1,250  

社債に対する銀行保証 700  

計 4,384 

  (2）その他   (2）その他 

  立木 簿価 162百万円

建物 〃 857 

機械及び装置 〃 153 

土地 〃 1,566 

植林木 〃 119 

投資有価証券 〃 199 

計   3,059 

  立木 簿価 162百万円

建物 〃 331  

機械及び装置 〃 126  

土地 〃 1,693  

植林木 〃 119  

投資有価証券 〃 218  

計   2,652 

  １年以内に返済する長期借

入金 
228百万円

１年以内償還社債 1,000 

長期借入金 1,590 

計 2,819 

  １年以内に返済する長期借

入金 
243百万円

長期借入金  1,498 

非連結子会社に対する保証

債務 
564  

計 2,306 

※４ 「投資有価証券」には消費貸借契約により貸し付

けている有価証券1,061百万円が含まれている。な

お、当該取引による預り金は流動負債の「その

他」に含まれており、その金額は700百万円であ

る。 

※４ 「投資有価証券」には消費貸借契約により貸し付

けている有価証券1,492百万円が含まれている。な

お、当該取引による預り金は流動負債の「その

他」に含まれており、その金額は1,000百万円であ

る。 

 ５ 保証債務  ５ 保証債務 

    百万円  

従業員 1 
住宅資金融

資額 

    百万円  

㈱巴川ホールディ

ングス恵州 
564  借入金  

  （US$ 4,806,000） 

従業員 0  
住宅資金融

資額 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 ６ (1）提出会社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行18行と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結している。 

 ６ (1）提出会社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行17行と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結している。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は次のとおりである。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は次のとおりである。 

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 5,500 

差引額 3,500 

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 7,500  

差引額 1,500  

  (2）提出会社においては、東海地震（マグニチュ

ード7.2以上）の発生等を条件としたコミット

メント期限付タームローン予約契約を締結し

ている。 

  (2）提出会社においては、東海地震（マグニチュ

ード7.2以上）の発生等を条件としたコミット

メント期限付タームローン予約契約を締結し

ている。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は次のとおりである。 

  当連結会計年度末における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は次のとおりである。 

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
4,000百万円

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
4,000百万円

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式39,814千株で

ある。 

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式39,814千株で

ある。 

※８ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の数は、普通株式154,769株である。 

※８ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の数は、普通株式161,106株である。 



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 研究開発費は1,384百万円であり、総額を一般管理

費で処理している。 

※１ 研究開発費は1,419百万円であり、総額を一般管理

費で処理している。 

※２ ────── ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。  

建物及び構築物  43百万円

土地  69 

その他の有形固定資産  0 

計  113 

※３  ──────  ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。  

機械装置及び運搬具 38百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

  建物及び構築物 94百万円

機械装置及び運搬具 470 

その他 51 

計 616 

  建物及び構築物 73百万円

機械装置及び運搬具 130  

その他の有形固定資産 13  

ソフトウェア  0  

計 217 

※５ ──────  ※５  減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

当社グループは、継続的に収支の把握を行ってい

る各事業を基準とした管理会計上の区分に従って

資産をグルーピングしている。 

洋紙事業においては、厳しい市場状況が続く中、

営業損益が低迷しているため、提出会社の当該事

業に係る機械装置の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（786百万円）とし

て特別損失に計上した。 

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを

４％で割り引いて算定している。 

場所 用途 種類 

静岡県静岡市 洋紙製造設備 機械装置 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,665百万円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △10 

現金及び現金同等物 1,655 

現金及び預金勘定 1,942百万円

預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △10 

現金及び現金同等物 1,932 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

2,078 813 1,265 

その他 211 165 46 

合計 2,290 978 1,311 

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

2,075 1,075 999

その他 119 95 23

合計 2,194 1,171 1,023

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 291百万円

１年超 1,020 

合計 1,311 

１年以内 274百万円

１年超 748 

合計 1,023 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 215百万円

減価償却費相当額 215 

支払リース料 289百万円

減価償却費相当額 289 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

その他有価証券 

当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

  

 ２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

その他有価証券 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
株式 540 1,257 717 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
株式 246 231 △14 

合計 786 1,489 703 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 237 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
株式 824 2,067 1,243 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
株式 0 0 △0 

合計 824 2,067 1,243 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 

75 56 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 242 

その他 99 

合計 342 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 取引の内容 

当社グループは、先物為替予約取引及び金利スワッ

プ取引を利用している。 

１ 取引の内容 

同左 

２ 取引に対する取組方針 

当社グループは、外貨建取引に係る為替相場の変動

リスクの回避、外貨資金繰りの円滑化のために実需

の範囲内で、また、借入金に係る金利の変動リスク

を回避するために借入金残高を限度としてそれぞれ

デリバティブ取引を行っており、投機的な取引は行

わない方針である。 

２ 取引に対する取組方針 

同左 

３ 取引の利用目的 

当社グループは、為替リスクの軽減、外貨資金繰り

の円滑化を目的として為替予約取引を行っている。 

また、借入金に係る金利の軽減を図る目的で金利ス

ワップ取引を行っている。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。 

３ 取引の利用目的 

同左 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…先物為替予約取引 

ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性が

ある外貨建予定取引 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…変動金利又は固定金利建借入金・

社債 

  

  

(2）ヘッジ方針 

当社グループは内規に基づき「金融商品に係る会

計基準」に規定された要件を満たすヘッジ取引を

行うこととしている。 

外貨建取引については、為替リスクの軽減、外貨

資金繰りの円滑化を目的として実需の範囲内で為

替予約取引を行っている。 

スワップ取引については、借入金等に係る金利変

動リスクの軽減を目的として借入金等の残高を限

度として金利スワップ取引を行っている。 

なお、当社グループは投機的なデリバティブ取引

は行わない方針である。 

(2）ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

(3）ヘッジの有効性評価の方法 

事前評価の方法は、主として回帰分析等統計的手

法によっている。 

事後評価の方法は、比率分析の手法によってい

る。 

(3）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



２ 取引の時価等に関する事項 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 取引に係るリスクの内容 

当社グループは利用している先物為替予約取引に

は、為替相場の変動によるリスクを有している。 

また、金利スワップ取引には、市場金利の変動によ

るリスクを有している。 

それぞれ当該取引の契約先は信用度の高い国内の金

融機関であるため、相手先の契約不履行による信用

リスクは、ほとんどないと判断している。 

４ 取引に係るリスクの内容 

同左 

５ 取引に係るリスク管理体制 

当社グループは、デリバティブ取引に関する提出会

社経営会議の基本方針に基づいた管理規定に従い、

当社グループ経理部門が実施及び管理を行うことと

している。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

当社グループは、デリバティブ取引に関する提出会

社全社執行会議の基本方針に基づいた管理規定に従

い、当社グループ経理部門が実施及び管理を行うこ

ととしている。 

対象物の
種類 

取引の種類 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約             

  取引             

  売建 394 407 △12 137 139 △1 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、退職一時金制度を採用

している。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合がある。 

なお、提出会社においては退職給付信託を設定して

いる。 

海外連結子会社は退職金制度を設けていない。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △7,525百万円

② 年金資産（退職給付信託を含む） 3,650  

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △3,874  

④ 未認識数理計算上の差異 △168  

⑤ 未認識過去勤務債務 14  

⑥ 連結貸借対照表計上額純額 

（③＋④＋⑤） 
△4,028

  

⑦ 前払年金費用 －  

⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △4,028  

① 退職給付債務 △7,367百万円

② 年金資産（退職給付信託を含む） 6,510  

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △856  

④ 未認識数理計算上の差異 △3,097  

⑤ 未認識過去勤務債務 4  

⑥ 連結貸借対照表計上額純額 

（③＋④＋⑤） 
△3,949

  

⑦ 前払年金費用 －  

⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △3,949  

（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。 

（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用（注） 365百万円

② 利息費用 144  

③ 期待運用収益 －  

④ 数理計算上の差異の費用処理額 70  

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 4  

⑥ 退職給付費用 

（①＋②＋③＋④＋⑤） 
585
  

① 勤務費用（注） 330百万円

② 利息費用 140  

③ 期待運用収益 －  

④ 数理計算上の差異の費用処理額 24  

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 9  

⑥ 退職給付費用 

（①＋②＋③＋④＋⑤） 
505
  

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は①勤務費用に計上している。 

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は①勤務費用に計上している。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 ２％

③ 期待運用収益率 ０％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 ２年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により費用処理している。）

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 10年

（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による均等按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してい

る。） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 ２％

③ 期待運用収益率 ０％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 ２年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により費用処理している。）

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 10年

（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による均等按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してい

る。） 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 212百万円

棚卸資産廃棄損等否認額 17 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
1,550 

退職給付信託費用 907 

有価証券評価損否認額 96 

その他 285 

繰延税金資産小計 3,071 

評価性引当額 △175 

繰延税金資産合計 2,895 

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △279百万円

固定資産圧縮積立金 △489 

海外子会社の割増減価償却費 △215 

その他 △16 

繰延税金負債合計 △1,001 

繰延税金資産の純額 1,893 

（繰延税金資産）  

減損損失 291百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 232 

棚卸資産廃棄損等否認額 22 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
1,560 

退職給付信託費用 907 

有価証券評価損否認額 104 

その他 199 

繰延税金資産小計 3,318 

評価性引当額 △147 

繰延税金資産合計 3,171 

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △497百万円

固定資産圧縮積立金 △455 

海外子会社の割増減価償却費 △193 

その他 △17 

繰延税金負債合計 △1,163 

繰延税金資産の純額 2,007 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の内訳 

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
5.4 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△2.7 

評価性引当額 △1.4 

試験研究費等の税額控除 △4.6 

その他 3.9 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
40.4 

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
6.1 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△4.3 

評価性引当額 0.8 

試験研究費等の税額控除 △8.1 

その他 3.3 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
37.6 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1）化成品・電子材料事業……化成品、電子材料 

(2）製紙・塗工紙関連事業……洋紙、情報メディア製品、機能紙 

(3）その他の事業………………物流サービス、その他 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,890百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

４ 会計処理の変更 

当連結会計年度より、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(2）①の「会計処理の変更」に記

載のとおり、提出会社において機械装置及び運搬具、器具及び備品について、減価償却方法を定額法から定

率法に変更している。この変更に伴い、従来と同一の基準を適用した場合と比較して、当連結会計年度の営

業費用は、「化成品・電子材料事業」で192百万円、「製紙・塗工紙関連事業」で130百万円及び「その他の

事業」で０百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少している。 

  
化成品・電
子材料事業 
（百万円） 

製紙・塗工
紙関連事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 24,092 19,393 513 43,999 － 43,999 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
26 0 1,241 1,268 (1,268) － 

計 24,119 19,393 1,754 45,267 (1,268) 43,999 

営業費用 22,583 19,134 1,620 43,338 (1,293) 42,045 

営業利益 1,535 259 134 1,929 25 1,954 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 17,244 17,925 1,808 36,978 4,890 41,868 

減価償却費 1,079 965 51 2,096 149 2,246 

資本的支出 2,360 819 32 3,212 324 3,537 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1）プラスチック材料加工事業……化成品（トナー）、電子材料、ＦＰＤ向光学フィルム（機能性フィルム、

透明粘着フィルム） 

(2）製紙・塗工紙関連事業…………洋紙、情報メディア製品、機能紙 

(3）その他の事業……………………物流サービス、その他 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,196百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

  

 （事業区分の方法の変更） 

 事業区分については、従来、紙を主体とした事業として、洋紙、情報メディア製品及び機能紙を「製紙・塗工紙関

連事業」、それ以外の事業として、化成品及び電子材料を「化成品・電子材料事業」、物流サービス、その他を

「その他の事業」としていたが、「化成品・電子材料事業」を樹脂ベースの事業として「プラスチック材料加工事

業」に名称変更する一方、「製紙・塗工紙関連事業」は従前通り紙を主体とする事業とした。この変更は、当社グ

ループの事業の区分基準を明確化することで、事業実態をより適切に反映するためにものである。また、機能性フ

ィルムについては、塗工技術が共通するため情報メディア製品として「製紙・塗工紙関連事業」に含めていたが、

区分基準の明確化に併せて、樹脂ベース事業である機能性フィルムの帰属事業を「プラスチック材料加工事業」に

変更している。「その他の事業」については変更はない。 

なお、当連結会計年度のセグメント情報を従来の事業区分の方法により区分すると以下のとおりとなる。 

  

プラスチッ
ク材料加工
事業 

（百万円） 

製紙・塗工
紙関連事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 29,316 16,237 597 46,151 － 46,151 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
17 0 1,220 1,237 (1,237) － 

計 29,333 16,238 1,817 47,389 (1,237) 46,151 

営業費用 27,226 16,574 1,570 45,371 (1,247) 44,123 

営業利益又は営業損失(△) 2,107 △336 246 2,017 10 2,028 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 23,515 12,780 1,727 38,023 7,196 45,220 

減価償却費 1,428 646 46 2,121 147 2,268 

減損損失  － 786 － 786 － 786 

資本的支出 2,169 303 33 2,506 860 3,367 



  
化成品・電
子材料事業 
（百万円） 

製紙・塗工
紙関連事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 26,496 19,058 597 46,151 － 46,151 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
59 0 1,220 1,279 (1,279) － 

計 26,555 19,058 1,817 47,431 (1,279) 46,151 

営業費用 24,367 19,475 1,570 45,413 (1,289) 44,123 

営業利益又は営業損失(△) 2,187 △416 246 2,017 10 2,028 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
            

資産 21,100 15,195 1,727 38,023 7,196 45,220 

減価償却費 1,160 914 46 2,121 147 2,268 

減損損失  － 786 － 786 － 786 

資本的支出 2,069 404 33 2,506 860 3,367 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,890百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

２ 会計処理の変更 

当連結会計年度より、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(2）①の「会計処理の変更」に記

載のとおり、提出会社において機械装置及び運搬具、器具及び備品について、減価償却方法を定額法から定

率法に変更している。この変更に伴い、従来と同一の基準を適用した場合と比較して、当連結会計年度の営

業費用は、「日本」で323百万円増加し、営業利益が同額減少している。また、「米国」及び「オランダ」

への影響額はない。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注） 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,196百万円であり、その主なものは、親会社での

余資運用資金（現預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
オランダ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 38,569 4,019 1,411 43,999 － 43,999 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,804 1,278 6 3,088 (3,088) － 

計 40,373 5,297 1,417 47,088 (3,088) 43,999 

営業費用 38,741 5,113 1,417 45,272 (3,227) 42,045 

営業利益 1,631 184 0 1,816 138 1,954 

Ⅱ 資産 33,743 2,691 543 36,978 4,890 41,868 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
オランダ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 40,117 4,616 1,416 46,151 － 46,151 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,727 894 14 2,635 (2,635) － 

計 41,844 5,511 1,430 48,786 (2,635) 46,151 

営業費用 40,173 5,278 1,432 46,884 (2,761) 44,123 

営業利益又は営業費用(△) 1,671 232 △1 1,902 125 2,028 

Ⅱ 資産 34,505 2,879 639 38,023 7,196 45,220 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米：アメリカ 

(2）欧州：イギリス 

(3）その他の地域：アジア他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米：アメリカ 

(2）欧州：イギリス 

(3）その他の地域：アジア他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  北米（百万円） 欧州（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 3,472 3,443 1,456 8,372 

Ⅱ 連結売上高 － － － 43,999 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
7.9 7.8 3.3 19.0 

  北米（百万円） 欧州（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 4,026 3,063 1,742 8,832 

Ⅱ 連結売上高 － － － 46,151 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
8.7 6.6 3.8 19.1 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項なし。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 取引条件ないし取引条件の決定方針 

市場価格等を勘案して、価格交渉の上、一般的な取引条件と同様に決定している。 

２ 取引金額には、消費税等を含んでいない。 

３ 期末残高には、消費税等を含んでいる。 

３ 子会社等 

 非連結子会社及び関連会社との取引については、重要性が乏しいため記載を省略している。 

４ 兄弟会社等 

 該当事項なし。 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項なし。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 取引条件ないし取引条件の決定方針 

市場価格等を勘案して、価格交渉の上、一般的な取引条件と同様に決定している。 

２ 取引金額には、消費税等を含んでいない。 

３ 期末残高には、消費税等を含んでいる。 

３ 子会社等 

 非連結子会社及び関連会社との取引については、重要性が乏しいため記載を省略している。 

４ 兄弟会社等 

 該当事項なし。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

      百万円           百万円   百万円 

役員及びそ

の近親者 
吉田 剛 － － 

当社取締

役 

昌栄印刷

㈱代表取

締役社長 

直接 

0.0％ 
－ － 

当社製品の販

売 
309 

受取手形

及び売掛

金 

127 

当社資産の加

工等 
279 

支払手形

及び買掛

金 

3 

未払費用 21 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

      百万円           百万円   百万円 

役員及びそ

の近親者 
吉田 剛 － － 

当社取締

役 

昌栄印刷

㈱代表取

締役社長 

直接 

0.0％ 
－ － 

当社製品等の

販売 
190 

受取手形

及び売掛

金  

88 

未収入金 6 

当社資産の加

工等 
273 

支払手形

及び買掛

金 

9 

未払費用 22 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 223.21円 

１株当たり当期純利益金額 14.15円 

１株当たり純資産額 243.47円 

１株当たり当期純利益金額 13.21円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 561 523  

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 561 523  

普通株式の期中平均株式数（株） 39,663,304 39,656,405 

希薄化効果を有していないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

────── 

  

 なお、これらの概要は「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の状況、

（２） 新株予約権等の状況」に記

載のとおりである。 

新株予約権 491個 

潜在株式の数 491,000株 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 当期末残高の（ ）内の金額は、１年以内に償還が予定されている金額である。 

    ２ 連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりである。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりである。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

会社名 銘柄 発行年月日
(平成年月日)

前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 利率（％） 担保 償還期限 

(平成年月日)

当社 
第１回物上担保附社債 

（適格機関投資家限定） 
13.３.28 

1,000

(1,000)
－ 1.02 あり 18.３.28 

〃 

第２回無担保社債 

（三井住友銀行保証付および

適格機関投資家限定） 

13.12.26 600
600

(600)
0.75 なし 18.12.26 

〃 

第３回無担保社債 

（三菱東京UFJ銀行保証付およ

び適格機関投資家限定） 

13.12.26 
500

(250)

250 

(250)
0.51 なし 18.12.26 

〃 

第４回無担保社債 

（三井住友銀行保証付および

適格機関投資家限定） 

14.８.27 
375

(150)

225 

(150)
0.49 なし 19.８.27 

〃 

第５回無担保社債 

（三菱東京UFJ銀行保証付およ

び適格機関投資家限定） 

14.９.10 
500

(125)

375 

(250)
0.44 なし 19.９.10 

〃 

第６回無担保社債 

（三井住友銀行保証付および

適格機関投資家限定） 

15.９.30 500 500 1.08 なし 20.９.30 

合計 － 
3,475

(1,525)

1,950 

(1,250)
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

1,250 200 500 － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,408 2,520 2.28 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 942 1,133 1.82 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 8,044 9,298 1.40 
Ｈ19.６.12～ 

Ｈ60.９.16 

その他の有利子負債 

有価証券消費貸借預り金（１年以内返済） 
700 1,000 0.51 － 

合計 12,096 13,952 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 972 5,001 2,215 159 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,547 1,765 

２ 受取手形 ※７ 949 1,202 

３ 売掛金 ※７ 5,837 5,368 

４ 製品  1,711 1,992 

５ 半製品  3,158 3,631 

６ 原材料  941 1,384 

７ 仕掛品  9 10 

８ 貯蔵品  309 315 

９ 立木 ※１ 408 399 

10 前払費用  121 118 

11 未収消費税等  － 26 

12 未収入金   － 872 

13 仮払金  435 56 

14 繰延税金資産  267 298 

15 従業員短期貸付金  0 － 

16 関係会社短期貸付金  827 974 

17 その他  327 0 

貸倒引当金  △11 △13 

流動資産合計  16,841 44.2 18,405 45.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※２   

(1）建物 ※１ 4,956 5,371 

(2）構築物 ※１ 556 529 

(3）機械及び装置 ※１ 6,797 5,556 

(4）運搬具  25 34 

(5）器具及び備品  763 743 

(6）土地 ※１ 2,019 2,034 

(7）建設仮勘定  723 1,410 

(8）植林木 ※１ 375 367 

有形固定資産合計  16,217 42.6 16,048 39.2

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産    

(1）ソフトウェア  98 354 

(2）電話加入権  15 15 

無形固定資産合計  113 0.3 369 0.9

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※
１ 
５ 

1,693 2,364 

(2）関係会社株式  1,579 1,716 

(3）関係会社長期貸付金  － 273 

(4）長期前払費用  34 24 

(5）繰延税金資産  1,503 1,615 

(6）その他  122 98 

貸倒引当金  － △0 

投資その他の資産合計  4,932 12.9 6,092 14.9

固定資産合計  21,263 55.8 22,510 55.0

資産合計  38,105 100.0 40,916 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※７ 1,738 1,510 

２ 買掛金 ※７ 5,911 6,510 

３ 短期借入金 ※７ 1,969 2,286 

４ １年以内返済長期借入
金 

※１ 726 868 

５ １年以内償還社債 ※１ 1,525 1,250 

６ 未払金  991 2,137 

７ 未払費用 ※７ 1,669 2,285 

８ 未払法人税等  33 326 

９ 未払消費税等  7 － 

10 預り金 ※５ 764 1,139 

11 賞与引当金  434 464 

12 設備関係支払手形  556 271 

13 その他  15 5 

流動負債合計  16,343 42.9 19,054 46.6

Ⅱ 固定負債    

１ 社債 ※１ 1,950 700 

２ 長期借入金 ※１ 7,431 8,477 

３ 退職給付引当金  3,505 3,421 

４ 預り保証金  161 161 

５ その他  40 18 

固定負債合計  13,089 34.3 12,779 31.2

負債合計  29,432 77.2 31,834 77.8

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 1,990 5.2 1,990 4.8

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  1,377 1,377   

２ その他資本剰余金    

自己株式処分差益  0 0   

資本剰余金合計  1,377 3.6 1,377 3.4

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  497 497   

２ 任意積立金    

(1）固定資産圧縮積立金  806 741   

(2）別途積立金  3,146 3,146   

３ 当期未処分利益  445 597   

利益剰余金合計  4,896 12.9 4,982 12.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 414 1.1 740 1.8

Ⅴ 自己株式 ※４ △6 △0.0 △8 △0.0

資本合計  8,672 22.8 9,082 22.2

負債・資本合計  38,105 100.0 40,916 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  37,391 100.0 38,942 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 製品期首棚卸高  1,521 1,711   

２ 当期製品製造原価  31,240 32,738   

合計  32,761 34,449   

３ 製品期末棚卸高  1,711 31,050 83.0 1,992 32,457 83.3

売上総利益  6,341 17.0 6,484 16.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売諸掛り  175 146   

２ 運送費  686 690   

３ 保管料  138 146   

４ 貸倒引当金繰入額  － 2   

５ 役員給与  91 102   

６ 給料手当  876 943   

７ 賞与引当金繰入額  98 112   

８ 退職給付費用  113 127   

９ 法定福利費  157 188   

10 厚生費  122 113   

11 減価償却費  39 38   

12 不動産賃借料  163 168   

13 租税課金  110 97   

14 旅費交通費  140 155   

15 研究開発費 ※１ 1,377 1,414   

16 雑費  859 5,150 13.8 843 5,293 13.6

営業利益  1,190 3.2 1,191 3.1

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  23 38   

２ 受取配当金  11 16   

３ 子会社受取配当金  166 190   

４ 補償金 ※５ 50 29   

５ 不動産賃貸料 ※５ 18 19   

６ 生命保険配当金  45 4   

７ 受取保険金  49 97   

８ その他 ※５ 152 518 1.4 159 556 1.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  218 224   

２ 補償金  － 75   

３ 為替差損  5 －   

４ シンジケートローン手
数料 

 78 18   

５ 東海地震タームローン
手数料 

 51 21   

６ その他  92 447 1.2 101 441 1.1

経常利益  1,261 3.4 1,306 3.4

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ － 43   

２ 投資有価証券売却益  － － － 56 99 0.2

     

Ⅶ 特別損失    

１ 役員退職金  14 20   

２ 固定資産売却損 ※３ － 37   

３ 固定資産除却損 ※４ 604 214   

４ 減損損失 ※６ － 786   

５ 投資有価証券評価損  30 650 1.8 － 1,058 2.7

税引前当期純利益  611 1.6 347 0.9

法人税、住民税及び事
業税 

 170 421   

法人税等調整額  30 200 0.5 △358 62 0.2

当期純利益  410 1.1 285 0.7

前期繰越利益  34 311 

当期未処分利益  445 597 

     



製造原価明細書 

 （注） 原価計算の方法：加工費工程別総合原価計算に依っている。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費  16,524 52.9 17,697 54.0

Ⅱ 労務費  5,049 16.2 5,085 15.5

Ⅲ 経費    

１ 支払電力料  463 654   

２ 減価償却費  1,765 1,636   

３ 仕上荷造費  992 879   

４ 外注加工費  4,160 4,409   

５ その他  2,528 9,911 31.7 2,848 10,429 31.9

当期総製造費用  31,485 33,212 

期首半製品仕掛品棚卸
高 

 2,923 9.3 3,168 9.7

合計  34,408 36,380 

期末半製品仕掛品棚卸
高 

 3,168 10.1 3,642 11.1

当期製品製造原価  31,240 100.0 32,738 100.0 

     



③【利益処分計算書】 

株主総会承認年月日   
前事業年度 

（平成17年６月28日） 
当事業年度 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   445   597

Ⅱ 任意積立金取崩額     

 固定資産圧縮積立金取崩額   65 65 51 51

合計   510   648

Ⅲ 利益処分額     

株主配当金   198 198 198 198

（１株につき）   （５円00銭） （５円00銭） 

Ⅳ 次期繰越利益   311   449

      



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による

原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式…同左 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの…事業年度末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの…同左 

時価のないもの…移動平均法による原価法 時価のないもの…同左 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

────── 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品、立木は移

動平均法による原価法。 

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産は建物、構築物については定額法、

機械及び装置、運搬具、器具及び備品については

定率法を採用している。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産は建物、構築物については定額法、

機械及び装置、運搬具、器具及び備品については

定率法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物、構築物  ８～47年 

機械及び装置  ３～14年 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物、構築物  ８～47年 

機械及び装置  ３～14年 

（会計処理の変更） 

当事業年度より、機械及び装置、運搬具、器具及

び備品について、減価償却方法を定額法から定率

法に変更している。 

この変更は、設備の技術革新による経済的陳腐化

の加速を考慮し、投下資本の早期回収を図るとと

もに、費用を適正に期間配分するために行ってい

る。なお、この変更に伴い、従来と同一の基準を

適用した場合と比較して、減価償却費は366百万円

増加し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益

はそれぞれ323百万円減少している。 

  

  

(2）無形固定資産（ソフトウェア）は社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法。 

(2）無形固定資産（ソフトウェア）は社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

することとしている。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を計上することとしてい

る。 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき、当事業年度の負担額を計上することとし

ている。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上することとしている。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（２年）による定額法

により費用処理することとしている。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による均等按分額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしている。 

(3）退職給付引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

ただし、ヘッジ会計の特例処理の要件を満たす金

利スワップ取引については、特例処理を採用して

いる。 

８ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…先物為替予約取引 

ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性が

ある外貨建予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…変動金利又は固定金利建借入金・

社債 

  

  

 



    会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）ヘッジ方針 

当社は、内規に基づき「金融商品に係る会計基

準」に規定された要件を満たすヘッジ取引を行う

こととしている。 

外貨建取引については、為替リスクの軽減、外貨

資金繰りの円滑化を目的として実需の範囲内で為

替予約取引を行っている。 

スワップ取引については、借入金等に係る金利変

動リスクの軽減を目的として借入金等の残高を限

度として金利スワップ取引を行っている。 

なお、当社は投機的なデリバティブ取引は行わな

い方針である。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

事前評価の方法は、主として回帰分析等統計的手

法によっている。 

事後評価の方法は、比率分析の手法によってい

る。 

ただし、特例処理を採用している金利スワップ取

引については、有効性の評価を省略している。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

（会計処理の変更） 

当事業年度より、外貨建売上取引に係る為替予約を

振当処理する方法から時価評価し評価差額を損益と

して処理する方法（原則的な方法）に変更してい

る。これに伴い、外貨建売上高は取引発生時の為替

相場に基づき円換算し、外貨建売掛金は事業年度末

日の為替相場により円換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

この変更は、原則的な処理をするための為替管理体

制が整ったため行っている。なお、この変更による

損益への影響額は軽微である。 

  

  

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っている。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。

これにより税引前当期純利益は786百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき当該資産の金額から直接控除している。 



（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

「仮払金」は資産総額の100分の１を超えたため、区分掲

記することとした。なお、前事業年度は、流動資産の

「その他」に36百万円含まれている。 

（貸借対照表） 

「未収入金」は、前事業年度まで流動資産の「その他」

に含めて表示していたが、流動資産の総額の100分の１を

超えたため区分掲記した。 

なお、前事業年度における「未収入金」の金額は320百万

円である。 

  

  

（損益計算書） 

「補償金」は、前事業年度まで営業外費用の「その他」

に含めて表示していたが、営業外費用の総額の100分の10

を超えたため区分掲記した。 

なお、前事業年度における「補償金」の金額は17百万円

である。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 下記資産は下記借入金等の担保に供している。 ※１ 下記資産は下記借入金等の担保に供している。 

  (1）工場財団（用宗工場）   (1）工場財団（用宗工場） 

  建物 簿価 3,677百万円

構築物 〃 497 

機械及び装置 〃 5,879 

土地 〃 324 

計   10,378 

  建物 簿価 4,234百万円

構築物 〃 470 

機械及び装置 〃 4,795 

土地 〃 324 

計   9,824 

  １年以内返済長期借入金 591百万円

長期借入金 2,434 

１年以内償還社債に対する

銀行保証 
525 

社債に対する銀行保証 1,950 

計 5,500 

  １年以内返済長期借入金 838百万円

長期借入金 1,595 

１年以内償還社債に対する

銀行保証 
1,250 

社債に対する銀行保証 700 

計 4,384 

  (2）その他   (2）その他 

  立木 簿価 162百万円

建物 〃 612 

土地 〃 223 

植林木 〃 119 

計   1,117 

  立木 簿価 162百万円

建物 〃 53 

土地 〃 90 

植林木 〃  119 

計   426 

  １年以内返済長期借入金 15百万円

長期借入金 982 

１年以内償還社債 1,000 

計 1,997 

  １年以内返済長期借入金 14百万円

長期借入金 882 

計 896 

  下記資産は子会社である新巴川加工㈱及びTOM

OEGAWA HOLDINGS AMERICA INC.の銀行借入金

に係る担保に供している。 

  下記資産は子会社である新巴川加工㈱、TOMOE

GAWA HOLDINGS AMERICA INC.及び㈱巴川ホー

ルディングス恵州の銀行借入金等に係る担保

に供している。 

  建物 簿価 3百万円

土地 〃 453 

投資有価証券 〃 199 

計   655 

  建物 簿価 6百万円

土地 〃 706 

投資有価証券 〃 218 

計   930 

※２ 減価償却累計額は27,247百万円である。 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額は28,995百万円で

ある。 

※３ 授権株数 普通株式 100,000千株

発行済株式数 普通株式 39,814千株

※３ 授権株数 普通株式 100,000千株

発行済株式数 普通株式 39,814千株

※４ 自己株式 ※４ 自己株式 

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式

18,980株である。 

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式

24,814株である。 

※５ 固定資産の投資その他の資産の「投資有価証券」

には消費貸借契約により貸し付けている有価証券

1,061百万円が含まれている。なお、当該取引によ

る預り金は流動負債の「預り金」に含まれてお

り、その金額は700百万円である。 

※５ 固定資産の投資その他の資産の「投資有価証券」

には消費貸借契約により貸し付けている有価証券

1,492百万円が含まれている。なお、当該取引によ

る預り金は流動負債の「預り金」に含まれてお

り、その金額は1,000百万円である。 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

 ６ 保証債務  ６ 保証債務 

    百万円  

TOMOEGAWA  

HOLDINGS AMERICA 

INC. 

676 借入金及び

輸入業務債

務 (US$ 6,294,000) 

TOMOEGAWA EUROPE 

B.V. 

1 
借入金 

(EUR 12,027.90) 

新巴川加工㈱ 84 借入金 

従業員 1 
住宅資金融

資額 

計 763   

    百万円  

TOMOEGAWA  

HOLDINGS AMERICA

INC. 

623 借入金及び

輸入業務債

務 (US$ 5,310,642.92) 

TOMOEGAWA EUROPE

B.V. 

1 
借入金 

(EUR 12,866.09) 

新巴川加工㈱ 63 借入金 

㈱巴川ホールディ

ングス恵州 

564 
借入金 

(US$ 4,806,000) 

従業員 0 
住宅資金融

資額 

計 1,253   

※７ 関係会社項目 ※７ 関係会社項目 

  関係会社に対する主な資産及び負債は、区分掲

記した以外で各科目に含まれているものは次の

とおりである。 

  関係会社に対する主な資産及び負債は、区分掲

記した以外で各科目に含まれているものは次の

とおりである。 

  受取手形 13百万円

売掛金 638 

支払手形 157 

買掛金 435 

未払費用 413 

短期借入金 383 

  受取手形 86百万円

売掛金 592 

支払手形 130 

買掛金  704 

未払費用 789 

短期借入金 458 

 ８ (1）運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

18行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結している。 

 ８ (1）運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

17行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結している。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次

のとおりである。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次

のとおりである。 

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 5,500 

差引額 3,500 

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
9,000百万円

借入実行残高 7,500 

差引額 1,500 

  (2）東海地震（マグニチュード7.2以上）の発生等

を条件としたコミットメント期限付タームロ

ーン予約契約を締結している。 

  (2）東海地震（マグニチュード7.2以上）の発生等

を条件としたコミットメント期限付タームロ

ーン予約契約を締結している。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次

のとおりである。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次

のとおりである。 

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
4,000百万円

  当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
4,000百万円

 ９ 配当制限  ９ 配当制限 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は414百

万円である。 

  商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は740百

万円である。 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

10 財務上の特約 10 財務上の特約 

  「８．(1）」の契約には下記の財務制限条項が

付されており、特定の条項に抵触した場合、そ

の条項に該当する借入先に対し借入金を一括返

済することになっている。当該条項のうち配当

支払に関するものは以下のとおりである。（複

数ある場合は、条件の厳しい方を記載してい

る。） 

  「８．(1）」の契約には下記の財務制限条項が

付されており、特定の条項に抵触した場合、そ

の条項に該当する借入先に対し借入金を一括返

済することになっている。当該条項のうち配当

支払に関するものは以下のとおりである。（複

数ある場合は、条件の厳しい方を記載してい

る。） 

  ①本契約期間中の事業年度末日及び中間会計期

間末日において、連結及び個別の貸借対照表

における資本の部の金額が、いずれも62億円

以上維持すること。 

  ①本契約期間中の事業年度末日及び中間会計期

間末日において、連結貸借対照表の資本の部

の金額を66億円以上、また貸借対照表の資本

の部の金額を65億円以上にそれぞれ維持する

こと。 

  ②本契約期間中の事業年度及び中間会計期間に

おいて、連結及び個別の損益計算書における

経常損益の金額が、いずれも２年連続して経

常損失にならないこと。 

  ②本契約期間中の事業年度及び中間会計期間に

おいて、連結及び個別の損益計算書における

経常損益の金額が、いずれも２年連続して経

常損失にならないこと。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 研究開発費は1,377百万円であり、総額を一般管理

費で処理している。 

※１ 研究開発費は1,414百万円であり、総額を一般管理

費で処理している。 

※２ ────── ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 43百万円

※３ ────── ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 37百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

  建物 85百万円

構築物 7 

機械及び装置 458 

運搬具 3 

器具及び備品 19 

建設仮勘定 30 

計 604 

  建物 67百万円

構築物 6 

機械及び装置 127 

運搬具 0 

器具及び備品 13 

ソフトウェア 0 

計 214 

※５ 関係会社項目 ※５ 関係会社項目 

  関係会社との取引により発生したものは次のと

おりである。 

  関係会社との取引により発生したものは次のと

おりである。 

  （営業外収益）   （営業外収益） 

  補償金 4百万円

不動産賃貸料 17 

その他 45 

  補償金 6百万円

不動産賃貸料 18 

その他 63 

※６ ──────  ※６  減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

当社は、継続的に収支の把握を行っている各事業

部を基準とした管理会計上の区分に従って資産を

グルーピングしている。 

洋紙事業部においては、厳しい市場状況が続く

中、営業損益が低迷しているため、当該事業部に

係る機械及び装置の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（786百万円）とし

て特別損失に計上した。 

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを

４％で割り引いて算定している。 

場所 用途 種類 

静岡事業所 

(静岡県静岡市)
洋紙製造設備 機械及び装置



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 1,975 727 1,248 

器具及び備品 131 92 39 

合計 2,107 819 1,287 

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械及び装置 1,975 980 995

器具及び備品 88 68 19

合計 2,063 1,048 1,015

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 275百万円

１年超 1,012 

合計 1,287 

１年以内 267百万円

１年超 747 

合計 1,015 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 193 

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 273 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損について） 

リース資産に配分された減損損失はない。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連

会社株式で時価のあるものはない。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 172百万円

未払事業税否認額 31 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
1,359 

退職給付信託費用 907 

有価証券評価損否認額 94 

その他 64 

繰延税金資産小計 2,630 

評価性引当額 △95 

繰延税金資産合計 2,534 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △274 

固定資産圧縮積立金 △489 

繰延税金負債合計 △764 

繰延税金資産の純額 1,770 

（繰延税金資産）  

減損損失 291百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 184 

未払事業税否認額 50 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
1,361 

退職給付信託費用 907 

有価証券評価損否認額 101 

その他 65 

繰延税金資産小計 2,963 

評価性引当額 △103 

繰延税金資産合計 2,859 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △489 

固定資産圧縮積立金 △455 

繰延税金負債合計 △945 

繰延税金資産の純額 1,913 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の内訳 

法定実効税率 39.8％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
8.0 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△4.7 

評価性引当額 1.8 

試験研究費等の税額控除 △8.1 

その他 △3.9 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
32.9 

法定実効税率 39.8％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
15.0 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△11.7 

評価性引当額 2.2 

試験研究費等の税額控除 △22.4 

その他 △5.0 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
17.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。 

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 217.93円 

１株当たり当期純利益金額 10.32円 

１株当たり純資産額 228.26円 

１株当たり当期純利益金額 7.17円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 410 285 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 410 285 

普通株式の期中平均株式数（株） 39,798,883 39,792,493 

希薄化効果を有していないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

────── 

  

 なお、これらの概要は「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の状況、

（２） 新株予約権等の状況」に記

載のとおりである。 

新株予約権 491個 

潜在株式の数 491,000株 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱静岡銀行 537,462 638 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 291 523 

宇部興産㈱ 1,049,000 364 

住友信託銀行㈱ 110,437 150 

保土谷化学工業㈱ 180,000 112 

Chipmore Holdings 800,000 93 

共同印刷㈱ 131,000 74 

日本カード㈱ 2,970 71 

光ビジネスフォーム㈱ 52,000 57 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 42 54 

その他（50銘柄） 1,075,398 124 

計 3,938,600 2,265 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

（投資事業有限責任組合への出資）  

ジャフコＶ２－Ｃ号投資事業有限責任

組合 

1 99 

計 1 99 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

    ２ 当期増加額の主なもの 

    ３ 当期減少額の主なもの 

資産の種類 前期末残高
（百万円）

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円）

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高（百万
円） 

有形固定資産               

建物 9,704 801 189 10,316 4,945 333 5,371

構築物 1,196 34 8 1,222 692 55 529

機械及び装置 25,128 718 
1,292 

(786)
24,554 18,997 1,046 5,556

運搬具 161 23 10 175 140 13 34

器具及び備品 4,155 280 258 4,177 3,434 287 743

土地 2,019 23 9 2,034 － － 2,034

建設仮勘定 723 2,601 1,914 1,410 － － 1,410

植林木 375 0 7 367 － － 367

有形固定資産計 43,464 4,485 
3,691

(786)
44,258 28,209 1,736 16,048

無形固定資産           

ソフトウェア 231 299 68 462 108 43 354

電話加入権 15 － － 15 － － 15

無形固定資産計 246 299 68 477 108 43 369

長期前払費用 63 2 15 49 25 2 24

繰延資産           

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

建物 静岡事業所 画像材料  化成品・第３工場新設工事   520百万円 

機械及び装置   〃  電子材料  ６Ｃ／Ｏ本体設備追加工事  71 

建設仮勘定   〃    〃  第３仕上建物新設工事  220 

   〃    〃    〃  ７Ｃ／Ｏ建物新設工事  199 

   〃    〃    〃  ７Ｃ／Ｏ本体設備  165 

   〃   〃  画像材料  化成品・第３工場新設工事  302 

   〃   〃  研究開発本部 クレースト量産設備工事  119 

   〃   〃  その他  独身寮新設工事  259 

機械及び装置 静岡事業所 画像材料  機能紙・シートカッター売却 146百万円 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は24,814株である。 

２ 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の欄は、洗替による戻入額である。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 1,990 － － 1,990 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１） （株） (39,814,331) （－） （－）（39,814,331）

普通株式 （百万円） 1,990 － － 1,990 

計 （株） (39,814,331) （－） （－）（39,814,331）

計 （百万円） 1,990 － － 1,990 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 1,377 － － 1,377 

（その他資本剰余金）           

自己株式処分差益 （百万円） 0 － － 0 

計 （百万円） 1,377 － － 1,377 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 497 － － 497 

（任意積立金）           

固定資産圧縮積立金

（注２） 
（百万円） 806 － 65 741 

別途積立金 （百万円） 3,146 － － 3,146 

計 （百万円） 4,451 － 65 4,385 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 11 13 － 11 13 

賞与引当金 434 464 434 － 464 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(a）資産の部 

１ 現金及び預金 

２ 受取手形 

（決済期日別内訳） 

区分 金額（百万円） 

現金 6 

預金 

当座預金 1,565 

通知預金 10 

普通預金 180 

別段預金 2 

計 1,758 

合計 1,765 

相手先 金額（百万円） 

シーマ電子㈱  301 

新生紙パルプ商事㈱  180 

㈱ディー・エヌ・ピー産業資材  152 

凸版印刷㈱  66 

三和紙工㈱  64 

その他  436 

合計 1,202 

期日 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額（百万円） 81 440 627 53 1,202 



３ 売掛金 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

４ 製品 

５ 半製品 

相手先 金額（百万円） 

シーマ電子㈱ 875 

三井化学㈱  494 

TOMOEGAWA EUROPE B.V.  325 

東紙業㈱  291 

花王㈱  231 

その他  3,149 

合計 5,368 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

× 100
(A) ＋ (B)

(D ÷ 
B 
× 30日)

12 

5,837 40,656 41,125 5,368 88.45 47.53 

品名 金額（百万円） 

化成品 737 

機能紙 213 

コーティング 223 

機能性フィルム  10 

洋紙 807 

合計 1,992 

品名 金額（百万円） 

電子材料 1,685 

化成品 418 

機能紙 290 

コーティング 435 

機能性フィルム  79 

洋紙 722 

合計 3,631 



６ 原材料 

７ 仕掛品 

８ 貯蔵品 

９ 立木 

品名 金額（百万円） 

パルプ 339 

原紙 418 

薬品・染料 559 

その他 67 

合計 1,384 

品名 金額（百万円） 

コーティング 10 

品名 金額（百万円） 

抄紙・加工用具 70 

重油 41 

荷造包装材料 107 

その他 96 

合計 315 

品名 金額（百万円） 

立木 399 



(b）負債の部 

１ 支払手形 

（期日別内訳） 

２ 買掛金 

 （注） 仕入債務のファクタリングに伴い発生した金銭債務である。 

相手先 金額（百万円） 

綜研化学㈱ 312 

戸田工業㈱  301 

東セロ㈱  121 

新巴川加工㈱  108 

王子特殊紙㈱  89 

その他 578 

合計 1,510 

期日 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計 

金額（百万円） 379 302 429 308 84 6 1,510 

相手先 金額（百万円） 

グローバル・ビジネス・コーポレーション  （注） 1,445 

新巴川加工㈱               （注）  659 

アヅサ㈱ 468 

三菱レイヨン㈱  343 

㈱サンエー化研  333 

その他 3,258 

合計 6,510 



３ 短期借入金 

４ １年以内返済長期借入金 

５ 未払金 

 （注） 仕入債務のファクタリングに伴い発生した金銭債務である。 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 本店 502 

㈱三井住友銀行 東京営業部 350 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京営業部 275 

㈱静岡銀行 東京支店 225 

巴川物流サービス㈱ 204 

その他 729 

合計 2,286 

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京営業部 500 

㈱静岡銀行 東京支店 317 

日本政策投資銀行 21 

㈱みずほコーポレート銀行 本店 15 

農林漁業金融公庫 東京支店 12 

その他 2 

合計 868 

区分 金額（百万円） 

鈴与建設㈱ 536 

グローバル・ビジネス・コーポレーション  （注） 257 

日本ニューマチック工業㈱ 178 

岡崎機械工業㈱ 173 

新巴川加工㈱               （注） 160 

その他 830 

合計 2,137 



６ 未払費用 

 （注）１ 仕入債務のファクタリングに伴い発生した金銭債務が含まれている。  

    ２ 仕入債務のファクタリングに伴い発生した金銭債務である。 

  

７ 長期借入金 

８ 退職給付引当金 

相手先 金額（百万円） 

新巴川加工㈱              （注１） 550 

グローバル・ビジネス・コーポレーション （注２） 260 

巴川物流サービス㈱ 169 

中部電力㈱ 61 

用宗運輸㈱ 50 

その他 1,190 

合計 2,285 

相手先  金額（百万円）  

㈱静岡銀行 東京支店  1,562 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京営業部  900 

農林漁業金融公庫 東京支店 853 

農林中央金庫 本店  800 

㈱三井住友銀行 東京営業部  500 

その他  3,861 

合計  8,477 

区分 金額（百万円） 

退職給付引当金 3,421 



(3）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、 

10,000株券、100株未満株数表示株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円 

株券登録料 １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 本店・全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都内において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はない。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1） 有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第146期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月28日 

関東財務局長に提出。 

(2） 半期報告書 （第147期中） 自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

平成17年12月16日 

関東財務局長に提出。 

(3） 自己株券買付状況報

告書 

平成16年11月19日決議 

  

平成17年４月14日 

関東財務局長に提出。 

(4） 自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成17年５月13日 

関東財務局長に提出。 

(5） 自己株券買付状況報

告書 

平成16年11月19日及び平成17年６月28日決議 

  

平成17年６月13日 

関東財務局長に提出。 

(6） 有価証券報告書の訂

正報告書 

自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日事業

年度（第143期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書である。 

平成17年６月22日 

関東財務局長に提出。 

(7） 有価証券報告書の訂

正報告書 

自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日事業

年度（第144期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書である。 

平成17年６月22日 

関東財務局長に提出。 

(8） 有価証券報告書の訂

正報告書 

自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日事業

年度（第145期）の有価証券報告書に係る訂正報告

書である。 

平成17年６月22日 

関東財務局長に提出。 

(9)  臨時報告書  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

２号の２(新株予約権の発行)の規定に基づくもの  

平成17年７月１日 

関東財務局長に提出。  

(10）自己株券買付状況報

告書 

平成17年６月28日決議 

  

平成17年７月13日 

関東財務局長に提出。 

(11）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成17年８月９日 

関東財務局長に提出。 

(12）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成17年９月13日 

関東財務局長に提出。 

(13）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成17年10月20日 

関東財務局長に提出。 

(14）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成17年11月４日 

関東財務局長に提出。 

(15）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成17年12月２日 

関東財務局長に提出。 

(16）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成18年１月10日 

関東財務局長に提出。 

(17）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成18年２月７日 

関東財務局長に提出。 

(18）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成18年３月６日 

関東財務局長に提出。 

(19）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成18年４月10日 

関東財務局長に提出。 

(20）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成18年５月２日 

関東財務局長に提出。 

(21）自己株券買付状況報

告書 

同上 

  

平成18年６月９日 

関東財務局長に提出。 

(22）自己株券買付状況報

告書 

平成18年５月19日決議 

  

平成18年６月９日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

株式会社巴川製紙所   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田中 章   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 戸田 仁志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社巴川製紙所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社巴川製紙所及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、提出会

社において機械装置及び運搬具、器具及び備品について、減価償却方法を定額法から定率法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

株式会社巴川製紙所   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙橋 治也  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 戸田 仁志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社巴川製紙所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社巴川製紙所及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度よ

り、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

株式会社巴川製紙所   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田中 章   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 戸田 仁志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社巴川製紙所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第146期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社巴川製紙所の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「重要な会計方針」に記載されているとおり、会社は当事業年度より、機械及び装置、運搬具、器具及び備品につい

て、減価償却方法を定額法から定率法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

株式会社巴川製紙所   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙橋 治也  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 戸田 仁志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社巴川製紙所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第147期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社巴川製紙所の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「会計処理方法の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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